
 

 

 

 

 
「高効率な石油精製技術の基礎となる石油の 

構造分析・反応解析等に係る研究開発委託費」 

研究開発プロジェクト 

 

評価用資料 

 

 

 

  平成３０年１２月１３日 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 

資源・燃料部 石油精製備蓄課 

一般財団法人石油エネルギー技術センター 

 
  

第１回高効率な石油精製技術の基礎となる石油の 
構造分析・反応解析等に係る研究開発委託費 

研究開発プロジェクト 中間評価検討会 
資料６ 



1 
 

 

プロジェクト名 
高効率な石油精製技術の基礎となる石油の構造分析・反応解析等に係る 

研究開発委託費 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成３０年度事業番号０２０３ 

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 石油精製備蓄課 

プロジェクトの目的・概要 

省エネの進展等による国内石油需要の減少、アジア新興国における大型・輸出型製油所の台頭

による国際競争の激化など、我が国石油精製業を取り巻く事業環境は厳しくなっている。こうし

た中、将来にわたり石油の安定供給を確保していくためには、コストの安い原油等から高付加価

値の製品を生産すること（石油のノーブル・ユース）や精製設備の稼働を長期間安定させること

（稼働信頼性の向上）など石油製品を効率的に生産する能力を高めることで、原油の有効利用や

調達原油の多角化（中東依存度の低減）を図る必要がある。 

そのために、従来、組成が未解明のために処理が困難であった重質油について、分子レベルで

組成を科学的に解明し、石油精製プロセスにおける化学反応を解析・予測するための技術（ペト

ロリオミクス技術）を活用し、付加価値の高い石油製品や石油化学製品を効率的に生産する基盤

的な研究開発を推進する。 

予算額等（委託）                           （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成 28年度 平成 32 年度 平成 30年度 平成 33年度 
（一財）石油 

ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｾﾝﾀｰ 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY予算額 
総執行額 

(H28FY&H29FY) 
総予算額 

549 460 450 1,009 1,480 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

１．事業アウトカム 

事業アウトカム指標１ 

平成 32年度までに、国内製油所で精製実績のなかった非在来型原油 21種について、精製を可能に

する。 

指標：国内製油所で精製可能な非在来型原油の油種数 

指標目標値 

事業開始時（27年度） 計画：― 実績：― 

中間評価時（30年度） 計画：１３ 実績（見込み）：１３ 

終了時評価時（32年度） 計画：２１ 実績：― 

目標最終年度（32年度予定） 計画：２１ 

＜設定理由＞ 

当該技術開発は、重質油を分子レベルで分析・解析する技術を起点として、関連の基盤技術、適応技

術を体系的に開発するため、技術進展に伴って、非在来型原油等の物性、反応性等を評価することに

より、それらの精製可能性を予測できるようになる。よって、アウトカム指標は、国内製油所で精製

可能な非在来型原油の油種数とする。 

 

 

事業アウトカム指標２ 

平成 32年度までに、国内製油所に適する重質原油と軽質原油の組み合わせを 15件確立する。 

指標：国内製油所に適した重質原油と軽質原油の混合方法 

指標目標値 

事業開始時（27年度） 計画：― 実績：― 

中間評価時（30年度） 計画：５ 実績（見込み）：５ 

終了時評価時（32年度） 計画：１５ 実績：１５ 

目標最終年度（32年度予定） 計画：１５ 

＜設定理由＞ 

当該技術開発は、重質油を分子レベルで分析・解析する技術を起点として、関連の基盤技術、適応技

術を体系的に開発するため、技術進展に伴って、各種原油を混合した際の挙動を評価することにより、

原油混合時のスラッジ量や反応特性を予測し、最適の混合方法を推測することができるようになる。

重質原油は通常軽質原油と混合し使用するため、その混合特性の予測結果は原油の使用可否を判断す

るうえで非常に重要な指標である。よって、アウトカム指標は、国内製油所に適した重質原油と軽質

原油の混合方法とする。 
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２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

本事業では、我が国製油所の抱える主な課題である①原油一単位あたりの高付加価値製品の得率

向上である「石油のノーブル ユース」及び②設備の安定した高稼働を支える「稼働信頼性の向上」

に重点を置き、組成が未解明のために処理が困難であった重質油について、分子レベルで組成を科

学的に解明し、石油精製プロセスにおける化学反応を解析・予測するための技術（ペトロリオミク

ス技術）を活用し、民間企業では取り組むことが難しい非在来型原油などの多角化などに資する開

発リスクの高い基盤的な技術開発を実施した。具体的には、下記の４項目の技術開発を実施した。 

（１）－１ 非在来型原油成分分析技術開発 

（１）－２ ＲＤＳ（直接脱硫装置）及びＲＦＣＣ（残油接触分解装置）の全体最適化技術開発 

（１）－３ アスファルテン凝集制御技術開発 

（１）－４ 革新的石油精製技術のシーズ発掘 

 

（１）－１ 非在来型原油成分分析技術開発 

これまで取り扱い実績のない非在来型原油等の未利用重質原油を処理するためには、得率が多い

残渣油から分留される減圧軽油留分（VGO）や常圧残渣（AR）等の特性を分子レベルで理解し原油の

価値を評価することが重要だが、従来技術のみでは困難であり新たな評価技術を確立する必要があ

る。 

本事業では、まず重質原油に多く含まれる高沸点留分を詳細に評価するための高真空・内部乾留

型減圧蒸留法を確立した上で、重質成分の分子構造から反応性を評価する技術を確立することを目

指す。さらに、原油混合時の特性に関する評価法を構築することで、未知の超重質原油を実際に処

理する上で有効に活用し得る評価指標を提供することを目指している（図２－１）。 

 

図２－１ 非在来型原油成分分析技術開発の狙いと開発項目 

 

未利用原油(非在来型原油、在来型超重質油原油)の重質成分を詳
細に解析し、稼働信頼性向上および石油のノーブルユースに資するアベ
イラビリティの評価指標を構築・提供する

②分子構造情報に基づく
反応性・混合特性予測技術

詳細組成
構造解析

反応性
解析

原油混合特性
解析

①高真空・内部還流型減圧蒸留技術

③一般性状分析

Step1
高真空カラム

Step2
内部還流カラム

常圧残渣 58.7%

80
℃

250
℃

150
℃灯油軽油 ﾅﾌｻ

76.0%

在来型重質原油
API比重：27.6
産地：サウジアラビア

非在来型原油
API比重：12.4
産地：カナダ
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現在までに得られた成果を以下にまとめる。 

 
① 高真空・内部還流型減圧蒸留技術 

分析・評価用試料として、非在来型原油等の未利用重質原油を中心に 13種の原油を入手した。 

原油の高沸点留分を適正に評価するための蒸留法として、従来法より真空度を高め、内部還流機

構を設けた高真空・内部還流型減圧蒸留器を新たに開発・制作した。この蒸留器は従来法に比べて

約 40℃高い 580℃までの分留が可能で、各留分に含まれる成分の重複が少ないことが確認できた。 

この蒸留装置を用い、入手した原油を評価した結果を図２－２に示す。高沸点領域における留分

分布が油種間で異なり、特に重質原油の高沸点 VGO留分（VGO-3）の比率に差異が見られた。 

 

図２－２ 高真空・内部還流型 減圧蒸留方法による高沸点領域における留分分布 

 

② 反応性評価方法の確立 

重質成分が多い超重質原油の残渣油は、粘度が非常に高く、高速反応性評価装置（HTE）で原料供

給ができずに、反応性評価が困難であった。そこで、HTEに重質原料を供給するための装置改造を行

い、API20 以下の原油であっても反応性評価が可能となった。これまでに JPECが入手した原油のう

ち９原油の AR について、HTE にて反応性評価試験を実施した。脱硫・脱窒素反応性について、API

比重の序列では整理できない傾向が確認できている（図２－３、２－４）。原油中に含まれる分子構

造分布から油種間の反応性の違いについて考察し進めている。今年度中に分子構造分布の違いや、

分子の凝集状態が反応性に及ぼす影響を定量化する予定である。 

H32 年度末までに、合計で 21 種の原油についての分析・評価を行い、これらの分析・評価結果を

取り纏めた、分子レベルの原油評価データを蓄積し、反応性を予測するモデルを構築する予定であ

る。 

 

減圧蒸留結果（高真空・内部還流型 減圧蒸留試験法）
VGO1:360~500℃
VGO2:500~565℃
VGO3:565~580℃
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図２－３ 各種原油由来の ARにおける脱硫・脱窒素反応性 

 

 

図２－４ 各種原油由来の ARの分子構造分布 

 

③ 原油混合時の相溶性及び反応性評価技術の開発 

文献報告などを参考に、非在来型原油等の未利用重質原油と在来型原油を混合した際の相溶性（ス

ラッジ析出の有無）を実験的に簡易評価する手法を選定した（図２－５）。 

選定した手法を用い入手済みの重質原油と中東系の代表的な中質原油（API比重；33.0）を混合し

た際の挙動を評価した結果、スラッジ析出が起こりうる原油の組み合わせは 1 件であった（図２－

６）。今後、軽質原油と重質原油の混合挙動を評価する予定である 

また、JPEC が開発した分子構造分布から凝集状態を予測する多成分系凝集モデル（MCAM；Multi 

Components Aggregation Model）を活用し、MCAM から得られる凝集状態予測結果と、実験的に求め

たスラッジ析出が起こりうる原油の組み合わせ結果を照らし合わせ、混合可能な油種を予測する技

術も開発する予定である。更に、原油混合時の特性の変化が反応性に与える影響についても検討を

行う。 
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図２－５ 原油の相溶性評価試験（概要） 

 

 

図２－６ 各種原油混合時の特性評価結果 

 

（１）－２ ＲＤＳ（直接脱硫装置）及びＲＦＣＣ（残油接触分解装置）の全体最適化技術開発 

残渣油得率の低減及び軽質留分得率の向上のために重質油処理装置のプロセスの最適化が求めら

れている。RDS装置及び RFCC、FCC 装置は我が国において最も多く装備されている重質油処理装置で

あり、当該装置の残油得率低減に繋がる技術開発は非常に重要である。 

そこで、RDS及び FCC,RFCC 装置の最適運転を行うために以下の 4項目を対象とし技術開発を行っ

ている（図２－７）。 

① 触媒劣化を組込んだ RDS分子反応モデルの開発 

② RFCC得率予測技術の開発 

③ RDS 触媒設計技術の開発 

④RDS流動反応連成モデルを活用した偏流解析モデルの開発 

 

 

 

 

原油種 原油D 原油B 原油J 原油A 原油I 原油H 原油E 原油C
産地 中南米 中東 中東 中南米 中南米 中南米 中南米 北米

API 29.3 27.6 24.5 21.8 21.1 19.0 13.4 12.4

スラッジ析出の有無 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○
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図２－７ RDS/RFCC全体最適化技術開発 

 

現在までに得られた成果を以下にまとめる。 

 

① 触媒劣化を組込んだ RDS分子反応モデルの開発 

本技術開発では、2015年度までに実施した「重質油等高度対応処理技術開発事業」で確立した RDS

反応モデル（以下「RDS基本モデル」と記す）を活用し、触媒劣化に伴う生成物組成の変化を推定で

きる RDS 反応モデル（以下 RDS 劣化モデル）と記す）の構築を目指している。脱メタル、遷移及び

脱硫触媒を積層充填したベンチ装置において、触媒寿命評価試験を実施し、各運転時間ごとに採取

した生成油の詳細組成構造解析結果から、RDS基本モデルの反応ネットワーク（図２－８）の各反応

パスの反応性変化を反応種（脱硫、脱窒素、核水添）ごとに解析した。なお、触媒劣化を「活性点

数の減少」と仮定し、図２－８に示す式で触媒劣化度合いを表現し、反応性変化挙動を解析した。 

 

        

図２－８ RDS分子反応モデルの反応ネットワークと反応性低下の評価式 

 

その結果、反応性変化の挙動は図２－９に示す 7 種類のタイプに分類でき、各触媒層に反応性変化

④偏流解析モデルの開発

RDS/RFCCプロセスにより生み出される価値を分子レベルで最適化する
技術を構築・提供する。

偏流やホットスポットが発生した際
の現象を見える化

③触媒設計技術の開発
触媒特性と反応性能の相関

空隙率等の変化による
流動変化の解析

触媒層

抵抗力：大
(低空隙率)

異常発熱
反応性低下

LCO

Slurry Oil

Gas,GasolineRDS RFCCAR

DSAR

分子反応モデリングによる収率予測
①RDS：前事業で開発したRDSモデルに

劣化パラメーターの組み込み

②RFCC：得率予測モデルの新規開発
組み込み
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挙動を反応種ごとにまとめた結果を図２－９に示す。例えば初期に反応性が著しく低下する D1タイ

プは脱窒素反応や核水添反応に多く認められる。また、反応性が時間経過に伴って徐々に低下する B

タイプは脱硫反応に多く認められる。今後、触媒劣化要因となるメタルやコークによる被毒挙動を

経時的にとらえ、上記反応性変化挙動と相関させることで RDS 劣化モデルを今年度中に構築する予

定である。また、並行して２回目の触媒劣化試験を終了しており、この第２回試験で構築した RDS

劣化モデルの精度を検証予定である。 

タイプ A；SORから EORに掛けて反応性が殆ど低下しない反応 

タイプ B；SORから EORにかけて反応性が徐々に低下する反応(低下度合いにより B1～B3に細分化) 

タイプ C；EORに反応性が急減する反応 

タイプ D1；SORに反応性が急減する反応 

タイプ D2；SORの反応性の急減後に増加する反応 

 

 

図２－９ 触媒劣化に伴い反応性変化挙動 

 

②RFCC 得率予測技術の開発 

RDS 装置の生成油（DSAR）が RFCC 装置でどのように分解し、軽質油や中間留分に移行するかにつ

いて、分子レベルの解析を通して明らかにすることで、RFCC装置の各留分の得率向上に適した DSAR

組成を推定する技術を開発している。 

 これまで、DSAR を RFCCベンチ装置にて処理し、得られた生成油の組成と原料油である DSAR 組成

との相関を解析することで、DSAR 中の各分子が分解反応等を経てどの留分に移行するかを検討した。

その結果、ベンチ試験結果（図２－１０）の GAS+FG得率が 65.2wt%、DSAR中の架橋と側鎖構造の組

成の和が 65.5wt%であり、ガス分およびガソリン分は主として架橋と側鎖アルキル基が分解・環化脱

水素して生成していることが示唆された。また、反応前後のコア構造の変化を見ると、反応後に 1

環及び 2 環の芳香族が増加していることが分かった。今年度、原料油種や触媒種を変えベンチ装置

での反応評価を実施し、RFCC における主要な反応パスを解析中である。本解析結果を基に、RFCC 分

子反応モデルを構築予定である。 
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図２-１０ RFCC ベンチ試験結果 

 

③RDS触媒設計技術の開発 

RDS 装置では主に AR中の硫黄元素を除去する事を目的としているが、単に脱硫をするだけではな

く、FCC及び RFCC の原料として分解性に優れた DSARを生産できる事が望ましい。RDS分子反応モデ

ルを用いる事で、分解性に優れた DSARを生産する触媒の反応特性を推定する事は可能であるが、ど

のような特性を有した触媒を製造すれば良いかを知る方法としては過去の経験に頼るしかなかった。 

 そこで、実験計画法に基づき、細孔経や金属種や量などの触媒特性が異なる16種の触媒を試作し、

高速反応評価装置(HTE)による反応試験を行った。HTE にて得られた生成油の詳細組成構造解析結果

と触媒特性を多変量解析することで、ターゲットとする化合物の反応性を制御する触媒設計技術を

構築した。（図２－１１）。今年度は、これらの結果等に基づき、脱硫や脱窒素、脱残留炭素（CCR）

に対して最適な触媒を設計・試作し反応特性を検証するとともに、本触媒設計技術と前述した RDS

基本モデルを活用し積層触媒システムの設計が可能か検討している。 

図２－１１ 多変量解析による触媒設計技術 

ベンチ試験得率[wt.%]
H2 0.4
Gas 14.2
FG   (C5-204℃) 51.0
LCO (204-303℃) 18.3
HCO (343℃) 11.3
Coke 4.8
合計 100

反応前後のマテリアルバランス[wt.%]
コア 架橋 側鎖(内、脂肪族)

DSAR 34.5 2.7 62.8 (3.0)
PRODUCT 36.4 0.1 63.5 (49.0)

DSAR

PRODUCT HCO
LCO
FG

Coke

S

S

コ
ア
増
減
量

コ
ア
増
減
量

添加物
X量 細孔径

Ni/Co比
細孔径

コ
ア
増
減
量

コ
ア
増
減
量

添加物
X量

Ni/Co比
細孔径細孔径

コアID
004002

コアID
002102

コ
ア
減
少
量

コ
ア
減
少
量

添加物
X量 細孔径

Ni/Co比
Mo量

ピロール類
（３環）

コ
ア
減
少
量

コ
ア
減
少
量

添加物
X量 細孔径

Ni/Co比
Mo量

ピリジン類
（３環）

脱硫反応解析例 脱窒素反応解析例

触媒特性と反応性の相関において、コア
構造の違いの影響がなく、ほぼ同じ傾向

触媒特性と反応性の相関において、コア
構造の違いの影響が大きい傾向
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④ RDS 流動反応連成モデルを活用した偏流解析モデルの開発 

流動と反応を連成させた流動シミュレーション技術を構築するには、流動を正しく記述できるシ

ミュレーション技術を基盤として、反応に伴う物性変化を推算できる技術を更に構築する必要があ

る。このために、触媒粒径や形状の流動への影響や触媒層内に偏流を引き起こす固化部が発生した

際の流動状態を解析するための流動解析モデル、反応塔内での表面張力、粘度などの工学物性を推

算するための重質油物性値推算モデル、および重質油の反応を連成するための RDS 反応モデルの各

要素技術の開発に取り組み、これらの要素技術をほぼ確立できた。要素技術の一例として、反応塔

内に様々な大きさの固化物が存在した際の塔内の液流速分布の解析結果を図２－１３に示す。固化

物の下流で液流速が遅くなっている点やアルミナボールより触媒 C の方が、液流速分布が平準化さ

れている点など、充填物の特徴を表現できるモデルが構築できている。今年度はこれら要素技術を

組み合わせた偏流解析モデルを作成し、来年度から石油各社と連携し、本モデルの検証試験を開始

する予定である。 

 

図２－１３ 反応塔内に固化物が存在した場合の流動解析結果 

 

（１）－３ アスファルテン凝集制御技術開発 

アスファルテン（As）は非常に凝集しやすく、石油産業における原油生産から輸送・備蓄、さら

に精製の各部門において、管の閉塞や触媒の失活といった様々な問題の主原因の一つとなっている。

As の凝集・析出を適切に制御することが極めて重要であるが、その挙動は非常に複雑であるため、

これまではそれを定量的に予測し制御する方法が確立されていなかった。そこで、2011 年から 2015

年にかけて実施した「重質油等高度対応処理技術開発事業」において、重質油成分の溶解・凝集・

析出挙動をハンセン溶解度パラメータ（HSP）を用いて定量的に予測できる多成分系の凝集モデル

（MCAM：Multi Components Aggregation Model）を開発した。本研究では、製油所の実装置で発生

するセジメントや原油混合に関する諸課題解決に MCAMを活用し、その実用性を検証する。また、As

凝集挙動を解析する際には、縮合アロマの積層だけでなく、極性官能基等の分子中の部分構造の相

互作用を考慮する必要がある。そこで、これら部分構造の影響をモデル実験や構造解析から考察し、

MCAMの改良につなげることを目指している。 

液
流
速

[m
/s

]
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① MCAM検証 

MCAM の検証として、石油企業の協力を得て、減圧残油溶剤脱れきプロセスの抽出物予測と減圧残

油水素化分解装置でのセジメント析出予測を実施した。図２－１４に減圧残油溶剤脱れきプロセス

の抽出物の成分予測結果を示す。抽出油の実測値と MCAM で予測した成分を比較すると、いずれも縮

合多環芳香族成分が除去され、かつ分布も類似していた。 

続いて図２－１５に減圧残油水素化分解装置でのセジメント析出成分の予測結果について示す。

MCAM で予測した析出成分は窒素を多く含む縮合多環芳香族成分であった。これは熱交で採取した析

出物の THF 可溶分と類似している。また、この析出成分を生成油中で溶解させる作用を持つ成分に

ついて、セジメント量の異なる生成油の詳細組成構造解析結果から考察した結果、３環以上の芳香

環成分、極性のあるレジン成分の量が多いほうが、析出物が少なくなる傾向であることが判った。 

図２－１４ 減圧残油溶剤脱れきプロセスの抽出物の成分予測 

図２－１５ 減圧残油水素化分解装置でのセジメント析出成分予測 

 



12 
 

② 凝集にかかわる部分構造の解析 

本研究では、分子構造と凝集形態の相関性について、表２－１に示す仮説を基に、小角 X 散乱や

NMR による凝集構造解析や分子構造解析を行っている。分析対象としているサンプルは Asを極性の

違い（酸性/塩基性とその強さ）で分画した極性分画サンプルを用い、極性の違いが分子構造や凝集

構造にどのように影響しているかを総合的に解釈することを目指している。これまでに分子構造面

の特徴として以下の傾向が明らかになった。 

・炭素骨格：Continental か Archipelago かを縮合芳香環コアの重合度で（分子内の：M）で表現

すると、極性のあるサンプルは M数が大きい。 

・極性基：分画サンプルのうち、極性の大きい強塩基性/強酸性サンプルがアスファルテン全体の

溶解性を支配しており、これら高極性サンプルはカルボニル基等の含酸素官能基が多

く含まれる。 

今後、これらの極性フラクションの凝集構造の温度変化と分子構造の相関性を解析し、MCAM の改良

につなげていく予定である。 

 

表２－１ 凝集形態と分子構造に関する仮説について 

 

（１）－４ 革新的石油精製技術のシーズ発掘 

エネルギー安定供給を継続するために、我が国製油所の国際競争力を強化する新しい技術の開発

が必要不可欠である。しかし、経営環境の厳しさが増す中、開発リスクの高いテーマに対して石油

業界は慎重にならざるを得ず、石油精製にかかわる革新的な技術開発が勢いをなくし、衰退の一途

をたどることが懸念される。そこで、「石油のノーブルユース」および「稼働信頼性の向上」をター

ゲットとした新規技術開発シーズを石油分野のみならず他分野からも発掘するために、国内に研究

拠点を持つ研究機関および企業に所属する満 40歳未満を対象者、公募形式にて広くテーマ募集を行

い、産学の委員からなる採択・評価委員会にて採否を決定した。平成 28年度に採択されたテーマは

表６に示す 6 テーマである。採択テーマの研究期間は最大 3 年間で、採択・評価委員会にて進捗管

理や翌年度の採否を決定した。「採択・評価会議」においては、テーマの諾否のみではなく、実際に

製油所に適用された事を想定した場合の技術面での指導・助言を委員より行い、効率的な研究開発

を促した。 

また、採択者は若手や異分野の研究者なので、石油の専門知識あるいは製油所設備の実情に関す

る知識支援が必要と考え、石油関連企業の専門家で構成する「革新的石油精製技術シーズ発掘事業

支援ＷＧ」を立上げ、研究開発の指導・助言等を行った。具体的活動は、各テーマの石油精製にお

ける位置づけ、研究の方向性、最終目標を明確にして事業化の視点から支援・助言を行うことや、

凝集形態 Simple Stacker Multi-linker
分子構造 Continental（大陸） Archipelago（列島）
凝集構造 π-π相互作用により縮合芳香環の積層 多くの相互作用点(官能基等)が複雑

に絡まり合うように凝集
特性 • 昇温に従って凝集緩和される

• 溶媒の溶解力に応じて凝集緩和される
• ブロモベンゼンが緩和剤として有効

• 融点付近を除き、熱的に安定
• 溶媒による緩和も小さい
• キノリンが緩和剤として有効
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有用な研究成果が得られるよう必要となるサンプルや情報(経済性評価)を提供した。また、採択者

が石油精製を良く理解し、将来にわたり石油業界で活躍するように育成する目的で、製油所見学を

実施した。 

本年度（30 年度）は、現採択テーマの最終年度となることから、次年度は、新たにテーマを採択

する予定である。次年度、早々に採択テーマの研究が開始できるよう、テーマ募集を今年度中に開

始予定である。 

 

表２－２ 平成 28年度採択テーマ 

 

（２）事業アウトプット 

＜共通指標としてのアウトプット＞ 

事業アウトプット指標 

開発技術の発表数及び特許出願数 

 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（28年度） 計画：－ 実績：－ 

中間評価時（30年度） 計画：30件 実績(見込み)：48件 

終了時評価時（32年度） 計画：― 実績： 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 
特許等件数 

（出願を含む） 
特許権の
実施件数 

ライセンス
供与数 

国際標準へ
の寄与 

プロトタイ
プの作成 

79件  7件     

上記は 28～30年度までの総数を記した 

 

 

 

提案テーマ 分野 提案者 研究概要

東京工業大学
荻原助教

（現在：埼玉大准教授）

硫化物触媒の格子S2-のレドックス機能を活用 した低
級アルカンの選択脱水素プロセス創生

触媒
静岡大学
渡部助教

（現在：准教授）

製油所内のプロパン、ブタンをプロピレン、ブタジエンに転換する硫化物　触媒の開発

LP ガスの脱水素によるブタジエン合成のためのゼオ
ライト触媒の開発

触媒
北九州市立大学

今井准教授
LPガスを低級オレフィンとブタジエンに転換する脱水素用ゼオライト触媒を開発する

減圧軽油 (VGO)の多面的高度利用プロセスの開発 触媒
鳥取大学
菅沼助教

（現在：講師）

減圧軽油（VGO)を、直鎖アルカンとアルキルベンゼンに転換する部分核水添、開環触
媒システムを開発する

簡易型プロセス監視・制御シミュレータを用いたノンテ
クニカルスキル実践訓練手法の開発

安全
東北大学

狩川准教授

航空、原子力、海運、医療分野で注目されているヒューマン・ファクターという概念を製
油所の業務に適用し、ヒューマンエラー防止に必要なスキル要素の訓練手法を開発
し、有効性を評価する。

 石油精製工場におけるビッグデータを活用した
 安全かつ効率的なプラント管理手法の確立

プロセス
東京大学
金子助教

 精製所の運転データ等のビッグデータを収取して、製品性状を推定するソフトセンサーを開
発し、このソフトセンサー技術を活用した異常検知モデルも構築する。
（H29年度継続中止、明治大学に異動）

液体金属触媒による未利用オフガス化学転換 触媒 メタン、エタン等の混合ガスを低級オレフィンと芳香族化合物に転換する触媒の開発
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＜個別要素技術のアウトプット＞ 

個別要素技術 アウトプット指標・目標値 

（中間評価時） 

達成状況（実績値・達成度） 原因分析 

(未達時) 

（１）－１ 

 非在来型原油

成分分析技術

開発 

 

① 非在来型原油に適した

減圧蒸留手法の確立 

 

 

 

 

② 反応性評価手法の確立 

 

 

 

 

 

 

 

③ 原油混合特性評価手法

の確立 

 

① 達成：原油の高沸点留分を詳細

に評価するための蒸留法とし

て、従来法より真空度を高め、

内部還流機構を設けた高真空・

内部還流型減圧蒸留装置を開

発・導入し、」蒸留法を確立した。 

② 達成見込み：粘度の高い重質原

油であっても ARの反応性評価が

可能となるように HTE 装置を改

造した。反応性評価試験結果で

は、API等の重質度の序列では整

理できない傾向が確認できお

り、この原因を分子構造から考

察可能となる見込み。 

③ 達成見込み：重質原油と在来型

原油を混合した際の相溶性（ス

ラッジ析出の有無）を実験的に

評価する手法を選定した。混合

可能な原油の組み合わせを 5 件

以上選定できる見込み。 

 

（１）－２ 

ＲＤＳ（直接脱硫

装置）及びＲＦＣ

Ｃ（残油接触分解

装置）の全体最適

化技術開発 

① RDS 基本モデルに触媒

劣化を組込んだ RDS 劣

化モデルの構築と検証 

 

 

 

 

 

 

② RFCC 得率予測モデルの

構築 

 

 

 

 

 

① 達成見込み：触媒劣化に伴う各

コア反応性変化挙動をタイプ分

けを完了。反応種（脱硫、脱窒

素、核水添）や積層位置に応じ

て劣化指標との関連性を定式化

した RDS劣化モデルを構築予定。

また、検証用のベンチ試験を完

了し、劣化モデルの検証を完了

する見込み。 

② 達成見込み：RFCC ベンチ反応試

験の原料油と生成油の組成変化

を解析した結果、生成油のガソ

リン留分が側鎖アルキル基の分

解、環化・脱水素反応により生

成していることを解明。今年度

実施中のベンチ試験結果の解析
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③ 触媒設計技術の検証と

積層触媒システムの提

案 

 

 

 

 

 

 

④ 流動と反応変化を連成

させた RDS 偏流解析モ

デルの構築 

 

からナフテン環の開環反応など

を加えた得率モデルを構築予定 

③ 達成見込み：触媒特性とターゲ

ットとする化合物の反応性との

相関を多変量解析により解析す

る触媒設計手法を確立した。ま

た、この触媒設計技術とすでに

開発済の RDS 分子反応モデルを

組み合わせて使用することで積

層触媒システムの提案が可能と

なる見込み。 

④ 達成見込み：偏流解析に必要な

要素技術開発を完了し、各要素

技術を組み合わせたモデルを構

築見込。 

（１）－３ 

アスファルテン凝

集制御技術開発 

① MCAM 検証：セジメント

生成予測、溶剤脱れきプ

ロセスでの技術検証 

 

 

② 凝集・析出に影響する部

分構造の明確化 

 

① 達成：減圧残油水素化分解プロ

セスのセジメント成分予測や溶

剤脱れきプロセスの抽出物予測

に適用し、当該成分を概ね予測

できていることを確認。 

② 達成：As を極性の違い（酸性/

塩基性とその強さ）で分画した

極性分画サンプルの分子構造や

凝集構造を解析した結果、炭素

骨格（芳香環骨格）や含酸素官

能基が凝集に影響する部分構造

として抽出された。 

 

（１）－４ 

革新的石油精製技

術のシーズ発掘 

① テーマの採択と実施（継

続を含め 5件程度） 

① 達成：平成 28年度 6テーマ、平

成 29～30年度は 5テーマを採択

し研究を実施した。 
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３．当省(国)が実施することの必要性 

本事業では、従来、組成が未解明のために処理が困難であった重質油について、分子レベルで組

成を科学的に解明し、石油精製プロセスにおける化学反応を解析・予測するための技術（ペトロリ

オミクス技術）を開発する。重質油の組成が分子レベルで解明され、その分子の反応が予測できる

ようになれば、原油の特徴に応じて、安定的に各生成物を特定の収率で生産するための効率的な計

画を立てる事が可能になり、製油所の生産性向上が期待できる。 

本事業で開発する技術は、調達原油の多角化（中東依存度の低減）につながるもの。石油の安定

供給の観点から、国として推進することが望ましい一方、原油市場の動向次第で利益につながらな

い可能性があるとともに、世界全体でも未踏の技術である開発リスクの高いものであるため、短期

の確実な投資回収を求める民間企業にとって取り組みにくい状況。このため、国の事業として技術

を確立することにより、企業による実装につなげて行くべく予算措置を講じ、国として実施してい

くことが必要である。 

 

 

４．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

本事業では「非在来型原油成分分析技術」「RDS/RFCC 全体最適化技術」「アスファルテン凝集制御

技術」の３つの要素技術開発を推進するともに、これまでのペトロリオミクス技術開発で培った各

要素技術を集約した技術プラットフォーム（PIP；ペトロインフォマティクスプラットフォーム）を

石油関連企業が活用することを目指している（図４－１）。 

 

図４－１ 本事業の５か年計画 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

非在来型原
油成分分析

アスファルテ
ン凝集制御

RDS/RFCC
全体最適化

評価技術

原油分析

RDS

RFCC

偏流解析

MCAM
検証・改良

理論解析

劣化モデル組み込み劣化指標特定

評価

原油混合影響
予備検討

分析データ標準化 データ拡充

触媒設計技術 検証

得率予測簡易モデル

偏流解析ﾓﾃﾞﾙ 実証

理論的解析（官能基評価、凝集構造）

検証
残油分解プロセスのセジメント対策

要素技術確立

蒸留法構築

反応性解析手法

減圧蒸留装置
導入

構造、反応性
評価手法

触媒特性

分子反応ﾓﾃﾞﾙ

原油混合影響
評価手法

混合データ
追加

原油相溶性検討

計算プロトコル高度化

PIP
活用推進 JPEC本部での利用基盤研システムの活用デモ

構造解析
補助事業での試用 補助事業への貢献

応用範囲拡大

ﾂｰﾙ活用

知財 基盤技術の出願（7件） 適応技術の出願（5件）
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「非在来型原油成分分析技術」では、超重質原油を評価する手法を概ね確立しつつある。今後は

原油のアベイラビリティー評価データを蓄積し、国内製油所で処理可能な非在来型原油の種類数を

増やすとともに、混合処理可能な原油の組み合わせを提案していく予定である。「RDS/RFCC全体最適

化技術」では、RDS/RFCCそれぞれのプロセスの分子反応モデルや RDS 偏流解析モデルが今年度末に

構築できる見込みであり、来年度は製油所の実プロセスの解析を通した精度検証を開始する。「アス

ファルテン凝集制御技術」では、精製プロセスにおけるセジメント生成解析に適用できる見込みを

得ており、今後は原油の混合影響予測や抽出プロセス解析などへその適用範囲を拡大していく予定

である。また、経済産業省が実施している「高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業（以下、

補助事業と略す）」に参加する石油各社と連携し（図４－２）、石油企業が補助事業で推進する技術

開発に PIP を活用しており、これまでに表７に記した貢献実績を上げており。今後も補助事業の進

展に伴い、より実用的な技術貢献が見込まれる。 

   

図４－２ 補助事業との連携 

 

表４－１ PIP活用による補助事業における技術開発への貢献 

補助事業のテーマ名 PIP活用実績 

非在来型原油および残渣油の二次装置反応性解析 ・各種原料油、生成油の詳細組成構造解析 

・RDS分子反応モデルの活用 

・MCAM により溶剤脱れきプロセスの解析 

RDS/RFCC全体最適処理技術開発 ・RFCC 原料の詳細組成構造解析 

・RFCC 得率モデルの活用 

重質油処理における機器閉塞機構解明及び対策技

術開発 

・各種原料油、生成油の詳細組成構造解析 

・セジメント生成機構の解析/予測技術の構築 

 



18 
 

知財管理については、本事業においてこれまでに 6 件の特許を出願している。2015 年度までに実

施した重質油高度対応処理技術開発事業において出願した 3件の特許を合せ計 9件の特許を出願し、

２件が特許されている。出願した特許の範囲は図４－３に示す技術体系で、基盤技術全般と適応技

術のアスファルテン凝集制御技術をカバーしており、今後は適応技術の未出願領域の特許を中心に、

本事業終了時までに技術体系全般の出願を完了する予定である。 

以上のように、本事業が終了する 2020年度末までに、ペトロリオミクス技術体系全般がを石油会

社がプロセス解析に活用できるレベルへ仕上がる見込みである。事業終了後に、原油アベイラビリ

ティーに関する評価結果をさらに蓄積するとともに、本技術を実際の製油所で活用することで効果

を検証し、2020 年代後半には製油所へ実装できる技術となる見込みである（図４－４）。 

 

図４－３ペトロリオミクスの技術体系と特許出願済みの範囲 

図４－４ 事業化までのロードマップ 

分子反応(実証)モデリング
(RDS,RFCC)

石油精製プロセスで実用
プロセス性能診断、運転条件最適化、触媒改良・開発、プロセス開発等

適応技術 反応塔内流動反応連成解析(RDS)

各種分析データ

詳細組成構造解析
高精度分画、超高分解能質量分析装置

高温高圧下の物性推算

反応性評価技術
高速反応評価装置

FT-ICR MS

HTE

基盤技術

高真空・内部還流型
蒸留試験器

AR

実用技術

全石油分子DB

ペトロインフォマティクス ／ PIP

アスファルテン凝集制御
（多成分凝集モデリング）

新規触媒設計技術

出願済みの技術領域

多
用
途
展
開

製
油
所
へ
の
実
装

20162011 2021

重質油等高度対応
処理技術開発事業

基盤技術構築
基本モデル開発

基本モデル実証
実用モデル開発

重質油組成の同定技術

コア 架橋 コア 側鎖

反応解析基盤技術
構造属性で反応解析しモデル化

ｱｽﾌｧﾙﾃﾝ凝集解析技術
アスファルテンの溶解/析出/凝
集をモデル化

非在来型原油成分分析技術
・原油のｱﾍﾞｲﾗﾋﾞﾘﾃｨｰ(反応性、
混合特性)評価技術
・超重質原油21種の評価

RDS/RFCCの全体最適化
・RFCC原料の最適化技術
・触媒設計技術
・RDS偏流解析技術

アスファルテン凝集制御技術
・製油所の課題解決貢献
→原油スラッジの発生抑制、
セジメント対策、抽出装置等

構造属性に基づく分子構造表記

高効率石油精製
研究開発事業

ペトロリオミクス技術活用推進
・技術の普及啓発(セミナーの実施）
・補助事業(個社テーマ)への貢献

実用化・普及

2026

●原油評価データの蓄積
→DB化、利活用システム
開発

●製油所における実証
→プラントにおける実証試
験を通し、製油所で活用
できる簡易評価、解析シ
ステムを開発

●他分野への展開
→原油採掘・輸送・備蓄
分野や石油化学分野の
テーマへ適用、実証
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５．研究開発の実施・マネジメント体制等 

本事業を受託した（一財）石油エネルギー技術センターは、事業の適切な管理を行うために、基

盤技術開発において、外部有識者（産官学において本事業推進に関する知見・経験を有する者）で

構成されるペトロリオミクス研究・技術開発委員会を組織し、年 3 回会議を開催し、適切な助言、

指導を受けながら事業を推進した。非在来型原油成分分析技術については、石油会社６社から委員

を選出し、評価する原油の選定・調達に関する支援や評価法に関する助言を得て研究を推進し、

RDS/RFCC 全体最適化技術開発においては石油企業、エンジニアリング企業、大学などの委員から開

発方針位に対する助言を得て研究を推進した。さらに、ペトロリオミクス技術の実用化を加速する

ために、本事業と同様な目的でより実用的なテーマの技術開発に補助を実施している事業と、連携

を密に、分析結果の提供や研究成果の共有を図った。 

またシーズ発掘事業においても、外部有識者により構成された「採択・評価会議」にて進捗状況

を審査の上、年度ごとにテーマの継続可否を判断した（図５－１）。 

 

図５－１ 研究開発の実施・マネジメント体制等 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＥＴＩ

採択・評価委員会（有識者）

ＪＰＥＣ
（事業管理）

補助

・執行管理
・会議運営等

ＪＰＥＣ

委託採択・
評価

報告

＜基盤技術開発＞
○非在来型原油成分 分析技術

○ＲＤＳ/ＲＦＣＣ全体 最適化技術

○アスファルテン凝集制御技術

＜シーズ発掘＞

大学・企業

一部再委託

採択・評価会議
（有識者）

大学・企業
（研究者）

再委託

※40歳未満の研究者を対象
※異分野からも広く募集

事業推進連携会議
（各ＰＬ、石連I）

プロジェクト間での
情報共有・助言

ＰＬ ＰＬ ＰＬ

間接補助
（補助率：２／３又は１／２）

適宜
情報共有

報告
採択・
評価

委託事業 補助事業

石油
会社

石油
会社

石油
会社

ペトロリオミクス研究・技術開発委員会
（有識者、補助事業PL）

・助
言

・
進
捗
管
理

非在来型原油研究会
（石油企業）

原油選定調達
評価法助言

RFCC反応ﾓﾃﾞﾙ開発研究会
（石油関連企業、大学）

開発方針助言
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６．費用対効果 

本事業は、委託費として平成 28 年度から平成 30年度までの 3年間で 14.6億円を投入する見込み

である。本事業では石油製品を効率的に生産するための基盤的な技術開発を行うことで、調達原油

の多角化を図るとともに、我が国の石油精製業の国際競争力を強化し、石油製品の生産基盤を国内

に維持することにより、石油の安定的かつ安価な供給の確保に寄与する。本事業で開発したペトロ

リオミクス技術が原油の調達から国内製油所の重質油処理に展開された場合、処理原油の重質化が

進み、調達原油の API 比重は 1程度下がると試算され、380億円/年程度の効果が期待される。 

 

以上 



 

 

 

 

 
「高効率な石油精製技術に係る研究開発支援 

事業費補助金」 

研究開発プロジェクト 

テーマ名「RDS／RFCC 全体最適処理技術開発」 

(テーマ１) 

評価用資料 

 

 

 

平成３０年１２月１３日 

 

出光興産株式会社 

 
 
 

 

第１回高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 
研究開発プロジェクト 中間評価検討会 

資料６ 
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プロジェクト名 
高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 

テーマ名「RDS／RFCC 全体最適処理技術開発」(1303) 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成３０年度事業番号０２０４ 

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 石油精製備蓄課 

プロジェクトの目的・概要 

省エネの進展等による国内石油需要の減少、アジア新興国における大型・輸出型製油所の台頭

による国際競争の激化など、我が国石油精製業を取り巻く事業環境は厳しくなっている。こうし

た中将来にわたり石油の安定供給を確保していくために、コストの安い原油等から高付加価値の

製品を生産すること（石油のノーブル・ユース）や精製設備の稼働を長期間安定させること（稼

働信頼性の向上）など石油製品を効率的に生産する能力を高めることで、原油の有効利用や調達

原油の多角化（中東依存度の低減）を図る。 

 本事業では、国内石油精製業の技術基盤の底上げを図る観点から、付加価値の高い化学製品を

効率的に生産する技術や、低廉な重質原油を用いて石油製品を効率的かつ安定的に生産する技術

のうち、大きな効果が見込めるものの技術的な難易度が高い技術開発に必要な費用を補助する。 

 

予算額等（補助（補助率：１／２））                  （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成２８年度 平成３２年度 平成３０年度 平成３３年度 出光興産(株) 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY予算額 
総執行額 

（H28FY&H29FY） 
総予算額 

６７ ６２ １１１ １２９ ２４５ 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

１．事業アウトカム 

事業アウトカム指標 

①重油直接脱硫（RDS）装置にて、更なる重質処理運転促進を狙い、RDS 装置前段部（ガード）で

の偏流を大きく低減する 

②重油直接脱硫（RDS）装置と重油流動接触分解（RFCC）装置の組合せにおいて、常圧残油（AR）

を原料にした際の RFCCによるガソリンや軽油留分等、高付加価値燃料油への転換効率を向上する 

指標目標値 

事業開始時（H28年度） 計画：終了時評価のベース 実績： 

中間評価時（H30年度） 計画： 

終了時評価時のアウトカム指標

達成に向けて、H29年度分までの

技術開発目標を 100%達成する。 

実績（見込み）： 

計画通り目標を達成した。 

終了時評価時（H32年度） 計画： 

①ガード触媒層の水平温度差（Δ

T）を 20℃以下で 1年間維持する。 

②RFCC での転化率を液収率で

0.3vol%以上向上する。 

実績： 

目標最終年度（H32年度予定） 計画： 
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２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

背景 

 日本国内の製油所は、原料原油のほぼ全量を中東中心の産油国からの輸入に頼っていること

に加え、国内の消費はガソリン等に代表されるクリーン液体燃料（主に油送用）とナフサ・ア

ロマ（BTX）等から派生する化成品用途である特徴を有する。そのため、国内製油所の多くは国

際競争力を維持するため、早くから重油からの高付加価値品への転換技術（重油アップグレー

ディング）導入に務めてきた。その中でも重油直接脱硫（RDS）装置と重油流動接触分解（RFCC）

装置との組合せを採用している割合が世界的にも高く、それ故 RDS+RFCC組合せシステムの最大

活用・最大効率運転は石油の更なるノーブル・ユースに直結し、我が国石油精製技術の国際競

争力アップのため強く望まれている。 

 

 しかしながら、RDS原料である常圧残油（AR）をさらに重質化することや、処理量アップを狙

った高負荷運転等、更なる効率運転のためには、RDS 装置の特に前段（ガード）部でのスケール

詰まり等からの偏流に起因する触媒寿命低下、の原因を解明し根本からの対策を施すことによ

り、新たな設備を追加することなしに長期連続運転を可能にすることが必須である。 

 

一方で、RDS＋RFCC 組合せシステムのポテンシャルを最大限に引き出すためには、超多成分+

巨大分子から構成される重油を分子レベルで、RDS を経て RFCC にて分解され有用な軽油、ガソ

リンや化成品原料に変換する過程を解明し、コーキングもしくはガス等への望まれない反応を

避けることが望まれている。昨今のJPEC主導によるいわゆるペトロリオミクス技術開発により、

重油を含む複雑反応の分子レベルでの解析技術展開が現実的になってきたこの機会を活かし、

分子レベルでの反応メカニズム把握に立脚した RDS＋RFCC 組合せシステムで全体最適運転技術

開発を行う。 

 

目的 

① 重油直接脱硫（RDS）装置にて、更なる重質処理運転促進を狙い、RDS装置前段部（ガード）

での偏流を大きく低減する技術開発を行う。 

② 重油直接脱硫（RDS）装置と重油流動接触分解（RFCC）装置の組合せにおいて、常圧残油（AR）

を原料にした際の RFCCによるガソリンや軽油留分等、高付加価値燃料油への転換効率向上

を最大限に発揮可能な技術開発を行う。 

 

内容 

 上記目的の実現に向けて以下の 3項目の技術開発を行う。（図：RDS-RFCC 全体最適処理技術開発） 

① RDS 流動反応シミュレーション（SIM）技術活用に基づく反応温度偏差改善のための触媒グ

レーディング技術開発 

② RFCC 分解向上のための RDS触媒システム技術開発 

③ 最適 DSAR性状に対応した RFCC反応制御技術の開発 
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重質油
（残油）

(1) 温度偏差改善のための
触媒グレーディング技術の
開発
→ 高性能ガードシステム

による1年安定運転

脱硫重油

ガード触媒
システム

(2) RFCC分解向上のための
RDS触媒システム技術の開発
→ RFCC得率向上

重油脱硫装置
（RDS）

重油流動接触分解装置
（RFCC）

メイン触媒
システム

（HDM+HDS)

製品得率増大
（ガソリン等）

分解
残渣油

高硫黄重油
低減

(3) 最適DSAR性状に対応した
RFCC反応制御技術の開発
→ ・RFCC得率推定

・製品硫黄分制御
 

 

 それぞれの項目について、下記の年度目標に従って着実に研究開発を推進し、最終目標の達成を

目指す。 

 

実施内容
／ 年度

① 温度偏差改善のための
触媒ｸﾞﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ技術開発

② RFCC分解向上のための
RDS触媒ｼｽﾃﾑ技術開発

③ 最適DSAR性状に対応した
RFCC反応制御技術の開発

H28
実際の触媒形状を考慮した触媒
ｸﾞﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ評価技術（MICRO-
SIM）の開発に着手

ﾍﾞﾝﾁ運転条件探索等により
触媒ｼｽﾃﾑ＋運転条件の影響把握

特性の異なるDSARを用いた
RFCC分解性への影響把握

H29
MICRO-SIMを適用ﾚﾍﾞﾙで開発。
偏流時の流動状態予測技術着手

RFCC分解向上に資するRDS触媒
ｼｽﾃﾑを探索し、有望ｼｽﾃﾑを見出す

各種DSARのﾍﾟﾄﾛﾘｵﾐｸｽ技術による
詳細解析とRFCC分解反応性の相
関性把握

H30
開発SIM（MICRO＋MACRO）を
実機適用レベルで活用。
新規ガードシステム提案

実機に適用できるﾚﾍﾞﾙでの新規
RDS触媒ｼｽﾃﾑの適用判断

最適DSARに適合した有望
RFCC触媒選定
（製品中硫黄分布制御考慮）

H31
１．開発SIM技術に基づく新規触媒ｸﾞﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ技術（RDS装置ガード部）

ならびに新規RDS触媒ｼｽﾃﾑによる実機RDS実証運転実施
２．開発技術適用により実機RFCC運転にて分解向上性を把握し、開発評価技術の妥当性を評価

H32
実機実証運転実績を踏まえた評価と
再ﾁｭｰﾆﾝｸﾞにより開発SIMを完成

１．実機RDS実証運転結果の実績評価
２．実機RFCC実証運転の実績評価と開発評価技術の完成度向上
３．必要に応じ更なる改良の検討

最終目標

実機RDS装置運転において、ガード
触媒層水平温度差（ΔT）20℃以
下維持を可能とし、1年間連続運転
を達成する。

実機RDS＋RFCC装置運転にて常圧残油（AR）を原料にした際のRFCC
による高付加価値燃料油への転換効率向上を可能にする技術開発を行う。
実機RFCCにて有効成分液収率0.3vol%以上（脱硫重油・DSARを
100%通油換算）
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（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 

①RDS流動反応シミュレーション（SIM）技術活用に基づく反応温度偏差改善のための触媒グレー

ディング技術 

②RFCC 分解向上のための RDS触媒システム技術 

③最適 DSAR 性状に対応した RFCC 反応制御技術 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（H28年度） 計画： 実績： 

中間評価時（H30年度） 計画： 

①必要なシミュレーション技術

（マクロ SIM、ミクロ SIM）を開

発する。 

②新たなコンセプトに基づく

RDS触媒システムを構築する。 

③DSAR 性情に対応した RFCC 触

媒・添加剤のコンセプトを考案

する。 

実績（見込み）： 

①、②、③、いずれも 100%達成 

終了時評価時（H32年度） 計画： 

①開発 SIM に基づく触媒グレー

ディング技術を構築し、その有

用性を実機で実証する。 

②新規 RDS 触媒システムを構築

し、その優位性を実機で実証す

る。 

③DSAR 性状に適合した触媒・添

加剤システムを選定し、その有

効性を実機で実証する。 

実績： 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 
特許等件数 

（出願を含む） 
特許権の
実施件数 

ライセンス
供与数 

国際標準へ
の寄与 

プロトタイ
プの作成 

0 0 0 0 0 0 0 
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個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

 

個別要素技術 アウトプット指標・目標値 
達成状況 

（実績値・達成度） 

原因分析 

（未達成の場合） 

 ①RDS 流動反応シ

ミュレーション（SIM）

技術活用に基づく反

応温度偏差改善の

ための触媒グレーデ

ィング技術 

 

②RFCC 分解向上

のための RDS 触媒

システム技術 

 

 

 

③最適 DSAR 性状

に対応したRFCC反

応制御技術 

①H29 年度までに、実際の触媒形状を考慮した触媒ｸﾞ

ﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ評価技術（ミクロ SIM）の開発に着手し、それ

を適用レベルで開発する。また、偏流時の流動状態予

測技術（マクロ SIM）の開発に着手する。H30 年度は、

ミクロ SIM・マクロ SIM を実機適用レベルで活用し、新

規ガードシステムを提案する。 

 

②H29 年度までに、ベンチ運転条件探索等により触媒

システム＋運転条件の影響を把握し、RFCC 分解向上

に資する RDS 触媒システムを探索し、有望システムを

見出す。H30 年度は、実機に適用できるレベルで新規

RDS 触媒システムの採用可否を判断する。 

 

③H29 年度までに、特性の異なる DSAR を用いて

RFCC 分解性への影響を把握する。また、各種 DSAR

のペトロリオミクス技術による詳細組成とRFCC分解反

応性の相関性を把握する。H30年度は、最適DSARに

適合した有望 RFCC 触媒を選定する。 

①100%達成 

 

 

 

 

 

 

②100%達成 

 

 

 

 

 

③100%達成 

 

 

※何れも H30 年度 

見込み 
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進捗状況 

触媒グレーディング技術の開発におけるミクロ SIM モデルの構築においては、異なる形状・サイ

ズの触媒を積層したモデルを開発し、層界面の気液流動・微粒子滞留への影響も解析できるように

した。（図：触媒積層のミクロ SIM モデル） 

 

 

 

 この多層モデルに微粒子（250m）を含む液を流し、粒子の滞留場所を詳細に解析して、触媒 3

個が形成したデッド部分、大きい触媒に外面に小さい触媒が接した角等に滞留することを見出した。

（図：積層モデル内の粒子の滞留） 

 

0.14sec 0.4sec 0.8sec

(cm/s)
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マクロSIMモデルの構築では、液と表面が接触することで反応熱を発生するモデルを組み込んで、

固化部で温度が上がりその下流部で温度が下がる傾向を再現することに成功し、固化・偏流・ホッ

トスポット現象をシミュレーションできる目処を得た。（図：固化部とその周辺の温度分布） 

 

空隙率分布 温度分布 液体積率分布 反応物濃度分布 流体速度分布

K cm/s

 

 

RDSシステム技術の開発では、反応実験により RDS運転条件によるRFCC反応性への影響を調べて、

シビアな脱硫により DSARの反応性指標を上げることができ、RFCCでの分解率を向上できることを見

出した。（図：RDSのシビア脱硫による指標 UPと FG得率の向上） 

 

DSAR転化率

FG
得

率

指標UP

Base

3 wt%

-2                Base                 2                    4                    6

基準

Base

2

4

6

8

10

 

 

この結果を踏まえて、シビアな脱硫を行っても活性の低下が少ない RDS 触媒システムを探索し、

高活性かつ安定なシステムの構築に成功した。（図：積算通油量（横軸）に対する相対脱硫活性（縦

軸）） 
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RFCC反応制御技術の開発では、最先端の DSAR反応性評価装置（ACE-MAT Model C）を導入し、JPEC

基盤研で詳細組成構造解析した 6種類 DSARについて MAT実験を行い、反応性の差異を把握した。こ

れを踏まえ、現在組成・構造と反応性の相関を解析中である。（図：DSAR反応性評価装置） 

 

ド
ラ
イ
ヤ
ー
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O
コ
ン
バ
ー
タ
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Micro GC

PT-101

CO2計

廃触媒
ポット

N2 N2/Air

N2/Air

原料油ボトル

PT-150

触媒ホッパー
（6セット）

PT-105

PDT-122

ガス捕集ポット

原料油ポンプ

冷 却 槽

コンデンサー
（6セット）

反応管

原料供給部（2セット）

天秤
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３．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

 

本研究により得られる成果により、RDS-RFCC装置を 1年間安定に運転し、RDS-RFCC全体とし

て最適な処理を可能にできる技術が確立される。これを製油所の運転に数年間適用し、効果の

検証とそのフィードバックにより技術を充実させた上で他所への適用を図る。最終的には国内

の同システムに展開することで日本全体として石油のノーブル・ユースを実現する。 

 

②RFCCで分解
し易いDSARの
製造

①ガード触媒グ
レーディング

③DSARの組

成・構造を踏ま
えた反応制御

2020 2025 20302015

本研究終了

本

研

究

検証とフィードバック 実装置での適用

アウトカム

ミクロSIM、マクロSIMを活
用したグレーディング設計

RDS、RFCC
各装置の個
別最適化に
とどまる

固化・偏流

による運転
不安定化 全

体
最
適
処
理
技
術
の
他
所
展
開

全
体
最
適
処
理
技
術
の
充
実

脱硫高活性と劣化抑制を両
立したRDS触媒システム

反応メカニズムを踏まえた
生成油の組成制御

石
油
の
更
な
る
ノ
ー
ブ
ル
ユ
ー
ス
の
達
成
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４．研究開発の実施・マネジメント体制等 

 

（１）研究実施体制 

本研究は，以下の体制にて遂行する． 

 

PJリーダー 田中

RFCCチーム SIMチーム

研究員Ａ
研究員Ｂ

研究員 Ｃ

研究員 Ｄ
研究員 Ｅ

研究員Ｆ
研究員Ｇ
研究員Ｈ

PJ統括
年度予算
計画作成

RDS触媒評価
RDS実機データ解析
RDS触媒選定
実機SIMﾁｭｰﾆﾝｸﾞ確認

RDSチーム

RFCC触媒評価
RFCC実機データ解析
RFCC触媒選定

高度反応解析
流動解析，SIM構築
実機SIMﾁｭｰﾆﾝｸﾞ

運転チーム

RDS/ RFCC
実機運転
検証支援

サポート（本社等）

製油所
人事管理： 生技セ管理課長
知的財産管理： 知的財産部
経理管理： 生技セ管理課
庶務窓口： 製造技術部

生産技術センター
（生技セ）

 

 

（２）研究支援体制 

ア．当該プロジェクトは以下のライン管理下にて活動を実施し、出光興産・生産技術セン

ターのマネジメントにてコンプライアンスを遵守する。 

   第一管理者： 生産技術センター長 

   第二管理者： 統括マネジャー 

イ．さらに人事（勤務）、知的財産、経理ならびに庶務事項に関し、当該プロジェクトとは

独立した別担当にて管理し、漏れやエラーを排除する。 

・人事管理担当者 

 生産技術センター管理課課長 

・知的財産管理担当者 

 知的財産部知的財産センター知財 1グループ 

・経理管理担当者 

 生産技術センター管理課経理担当者 

・庶務窓口担当者 

 製造技術部総括課担当者 

 

更に、採択・評価員会、事業推進連携会議等を通じて PDCAサイクルを着実に回し、効果的効・

率的に研究を推進する。 
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５．費用対効果 

 当該技術開発は、特殊な設備に頼らず、日本の既存製油所の多くが保有する RDS/RFCCを最大限に

活用することを目的としているため、汎用性が高く横展開が期待できる。具体的には、下記の通り、

日本全体で約 15 億円/年の効果が見込まれる。 

 

RFCC得率 0.3vol%UPによる効果（原油種、処理量一定） 

  （全日本）1,050 kBD (26) × 0.159 × 0.003 = 500 kL/D 

  500 kL/D × 9,000 \/kL*1 × 330 D = 約 15億円/年      

      *1  VHHGOと DSARの値差： 9,000 円/kL 

 

一方、プロジェクトの実施費用は、5年間の予算総額で 7.7億円であり、費用対効果は大きい。 

 

以上 



 

 

 

 

 
「高効率な石油精製技術に係る研究開発支援 

事業費補助金」 

研究開発プロジェクト 

テーマ名「劣質原油処理における腐食機構の解明と

対策」(テーマ２) 

評価用資料 

 

 

 

平成３０年１２月１３日 

 

出光興産株式会社 
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プロジェクト名 
高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 

テーマ名「劣質原油処理における腐食機構の解明と対策」(1304) 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成３０年度事業番号０２０４ 

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 石油精製備蓄課 

プロジェクトの目的・概要 

省エネの進展等による国内石油需要の減少、アジア新興国における大型・輸出型製油所の台頭

による国際競争の激化など、我が国石油精製業を取り巻く事業環境は厳しくなっている。こうし

た中将来にわたり石油の安定供給を確保していくために、コストの安い原油等から高付加価値の

製品を生産すること（石油のノーブル・ユース）や精製設備の稼働を長期間安定させること（稼

働信頼性の向上）など石油製品を効率的に生産する能力を高めることで、原油の有効利用や調達

原油の多角化（中東依存度の低減）を図る。 

 本事業では、国内石油精製業の技術基盤の底上げを図る観点から、付加価値の高い化学製品を

効率的に生産する技術や、低廉な重質原油を用いて石油製品を効率的かつ安定的に生産する技術

のうち、大きな効果が見込めるものの技術的な難易度が高い技術開発に必要な費用を補助する。 

 

予算額等（補助（補助率：１／２）                   （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成２８年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３３年度 出光興産(株) 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY 予算額 
総執行額 

（H28FY&H29FY） 
総予算額 

１６ １２ １０ ２８ ３９ 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

１．事業アウトカム 

事業アウトカム指標 

異なる腐食性を持つ原油の腐食性データベースを構築することにより，処理する前に腐食性を予測

し，設備の信頼性を確保し，劣質原油の処理を確保する． 

指標目標値： ５種類の原油腐食データベースの構築 

事業開始時（平成２８年度） 計画：    ― 実績：    ― 

中間評価時（平成３０年１１月） 計画：    ― 実績：    ― 

終了時評価時（平成３０年度） 計画：    ５ 実績：    ５ 

目標最終年度（平成３０年度予定） 計画：５ 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

ア．テーマの背景 

近年，石油精製プラントで処理される原油の多様化に伴い，劣質原油を処理した際に想定外

の腐食を引き起こした事例が報告されている．原油中に含まれる腐食性物質としては，硫黄化

合物，窒素化合物，塩化物，有機酸（ナフテン酸）などが挙げられる．石油精製プラントの装

置の中で常圧蒸留装置は，最も上流に配置されているため，原油中の腐食性物質の影響を直接

受ける．図 1は，常圧蒸留装置の主蒸留塔をイメージし，原油中に含まれる腐食性物質が蒸留

塔の各セクションでどのように影響するかを整理したものである．保全上対応方法が明確にな

っているものと，技術的に解明できておらず対応方法が明確になっていないものを区別した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

塩化物

硫黄化合物

ナフテン酸

水銀

全S濃度での評価：○

Reactive Sulfur : ×
(腐食性の高い硫黄化合物)

コンデンセート中のR-SH
の腐食性: ○

無機塩化物：○

有機塩化物：○

塩化物結晶：×

耐食材料(SUS316/317):○

皮膜剤での防食：○

濃度規制値：○
（液体金属脆化，有毒物質）

・塩化物
・水銀
・硫黄化合物
・ナフテン酸

原油中の腐食性物質

低温
（50～100℃）

高温
（300～400℃）

○：保全上対応方法あり
×：技術的未解明

130℃

240℃

270℃

330℃

340℃

360℃

250℃

高温硫化物腐食

 S含有流体が260℃以上の高温で腐食

腐食漏洩により油は自然着火し大火災

 S濃度と温度で腐食速度を評価するが，
原油によっては，S濃度での評価が実
機と合わない場合があり管理が難しい

図 1 劣質原油の腐食性物質と現状の技術・保全上対応方法 
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本研究では，原油中の腐食性物質の中で，硫黄化合物による腐食性に焦点を当てて，開発を

進めた．原油中の硫黄化合物による腐食は，流体温度が 230～260℃を越える環境で，高温硫

化物腐食という形で腐食が進行する．腐食速度は修正版マッコノミー線図によって流体中の全

硫黄濃度と温度から評価される．高温硫化物腐食は高温流体にて発生するため，腐食開孔によ

り流体が漏洩すると可燃性流体である熱油が自然着火することによって，大火災を引き起こす

可能性が高い．したがって，高温硫化物腐食は，腐食環境を評価しながら，適切な検査，使用

される材質，運転によって，適切な寿命管理が行われる必要がある． 

そういった中で，修正版マッコノミー線図で推定される腐食速度を大幅に超える腐食が，実

装置で発生する事例が散見されている．これは，全硫黄（以後，全 S）濃度が同じでも，硫黄

化合物（以後，S化合物とする）のタイプが異なると腐食性に大きな違いが生じるためである

ことが予想される．ただし，その機構は明らかとなっていない．原油の種類によって含有する

S化合物のタイプが異なることも想定されるが，これを整理し腐食性を評価した検討結果は公

表されていない． 

 

イ． 目的 

高温硫化物腐食の機構を解明し，腐食予測技術と防食対策技術の高度化により稼動信頼性技

術の向上を図り，劣質原油処理を可能とすることによって国際競争力の向上につなげることを

目的として，開発を進めた． 

 

以下の各技術開発要素での最終目標を達成することにより，高温硫化物腐食の腐食予測技術

と防食対策技術の高度化を図り，装置の信頼性技術の向上により事故の未然防止を図ることを

目標とする．  

① 腐食性物質の特定 

油中の S 化合物が加熱された際の H2S 発生量を評価し，高温硫化物腐食に影響を及ぼす

腐食性物質を特定する． 

② 塔内 S化合物濃度分布予測 

原油の S 化合物ピーク分布から常圧蒸留塔各段での S 化合物濃度分布を予測し，腐食発

生箇所を予測する技術を確立する． 

③ 腐食速度予測 

腐食試験により腐食速度に及ぼす各種因子の影響を評価し，①．②項の結果も併せて原

油の S化合物ピーク分布から腐食箇所と腐食速度を予測する技術を確立する． 

④ 防食対策方法の確立 

検査箇所・周期の最適化及び原油希釈による防食方法を確立する．また，材質毎の耐食

性を評価し，原油腐食データベースに耐食性情報を盛り込む． 

 

最終的なイメージを，図 2 に示す．原油を常圧蒸留装置で処理し，常圧蒸留塔で各留分に分

留するフローの中で，各留分での腐食性が原油の種類によって大きくことなる現象を図示して

いる．ある原油では軽油留分，ある原油では重質原油留分に腐食が激しい箇所が認められ，こ

れは，腐食性が高い硫黄化合物が濃縮していることが推定されるというイメージ図である．腐
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図 3.1  On-line マイクロ反応サンプラ

ー加熱方式の熱分解ガスクロ概略図 

図 3.2   熱分解炉と On-line 

マイクロ反応サンプラー拡大図 

食性が高い硫黄化合物とは，加熱され熱分解によって H2S が発生しやすい硫黄化合物と考えて

おり，原油の種類によってその傾向が異なることが想定される．そこで，これらを整理し，腐

食予測技術を高度化することを目標として研究を進めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．進捗状況 

① 腐食物質特定 

油中の S化合物が，加熱して H2Sを発生し，腐食を引き起こすといった H2S腐食モデルを

検証するために，油の加熱分解試験を行い，H2S発生量を測定した．油中の S化合物が加

熱した際に発生する H2S量を測定する方法として，図 3.1に示した熱分解ガスクロマトグ

ラフィー（Py-GC/MS）を適用した．本装置により，加熱して発生した瞬時の H2S量を測定

することは可能であるが，ある一定の加熱時間を維持させて測定することは不可能なため，

図 3.2に示した On-lineマイクロ反応サンプラーを熱分解炉に組み込んだ． 
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原油C-LGO1（60分）

原油D-LGO1（60分）
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ピーク面積
5,100

ピーク面積
144,500 0

20000
40000
60000
80000

100000
120000
140000

0 100 200 300

H 2S
 (a

re
a)

H2S evolution rate (ng/h)H2S発生速度（ng/h)

H
2
S
（

a
re

a
)

S化合物の異なる留分を用いて，試験を行ったところ，図 3-3に示したとおり，R-SH（メ

ルカプタン）濃度が高い留分は，H2S発生量が高くなることが確認された．この手法によ

り，H2S 発生量の違いを評価する手法を見出すことができた．ただし，この方法では H2S

のピーク面積の違いによる比較という相対評価となるため，H2S発生速度で評価するため

には，定量的な評価が必要となることが判明した．よって，ピーク面積と H2S発生速度の

相関データを得ることにより，図 3.4のような関係を見出し，H2S発生量の定量評価を可

能とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 塔内 S濃度分布予測 

常圧蒸留塔内での S化合物による腐食を考える場合，蒸留塔内での S成分の挙動（塔内

濃度分布）を知る必要がある．蒸留塔内での S成分の分布を知るためにはプロセスシミュ

レーターによる蒸留計算が必要である．プロセスシミュレーターには各 S分の気液平衡関

係に関するパラメータ（蒸気圧および活量係数）を入力する必要がある．そのため，ここ

では S 化合物の気液平衡（VLE）を測定し，プロセスシミュレーションに必要な物性のパ

ラメータを決定した． 

決定したパラメータを用いて，汎用プロセスシミュレーターにより蒸留塔内での S化合

物の濃度を算出した．図 4 は，15 段蒸留で分析した各留分での S 化合物の分析結果とシ

ミュレーションでの S化合物の算出濃度の分布を示したものである．縦軸は蒸留塔の各セ

クション，横軸は S化合物の濃度を示している．この結果より，分析結果及びシミュレー

ションにおいて，軽油（LGO）から重質軽油留分（HGO）である 27 段付近で S化合物の濃

縮を認めている．更にシミュレーションでの結果は，分析結果よりも濃度が高くなってお

り，連続蒸留である実際の蒸留塔は，LGOから HGO留分において単蒸留よりも S化合物が

濃縮することが判明した．これより，一般的に実機で経験されている HGO段での腐食が著

しいといった現象を説明することができた． 

図 3.3  留分の違いによるピーク面積での H2S

発生量の比較 

図 3.4  H2S ピーク面積と H2S 発生速度の関係 
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③ 腐食速度予測 

腐食試験を行い，S 化合物，R-SH 濃度と腐食速度との相関関係を調査した．図 5.1 は，

340℃における炭素鋼での油中の S化合物濃度と腐食速度の関係を示した．これより，腐

食速度は S化合物濃度との相関は見られないことが分かった．これは，S化合物には様々

なタイプのものが存在しており，加熱して H2Sに分解しやすいものとそうでないものがあ

るため，同じ S化合物濃度でも腐食性に差異を生じるものと思われた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 シミュレーションによる各段での S化合物濃度分布

と 15 段蒸留各留分での S化合物分析結果の比較 

図 5.1 腐食速度と S 化合物濃度の関係（340℃，炭素鋼） 
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そこで，S 化合物濃度ではなく，腐食速度に及ぼす H2S 発生速度の影響を検討した．そ

れぞれの留分において加熱分解試験により H2S発生速度を測定し，同じ留分で行った腐食

試験で測定した腐食速度との関係を調査した．図 5.2に H2S発生速度と腐食速度の関係を

示す．H2S発生速度と腐食速度には良い相関関係が得られ，腐食には S化合物濃度ではな

く H2S発生速度が大きく影響していることが明らかとなった．これより，油中の S化合物

は加熱により H2Sを発生させ，その発生速度が腐食速度に影響を及ぼすといった現象を説

明することができた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに，腐食速度の予測において，S因子という新たな概念を導入した．これは，下の

式に示したとおり，油中の全 S 濃度と R-SH 濃度に原油種によって定めた係数を乗じて S

因子とする．表 5.1に原油毎の S因子の係数を示す． 

 

 

 

 

 

 ai bi 

原油 A 2 80 

原油 B 3 80 

原油 C 1 80 

原油 D 5 80 

原油 E 1 80 

原油 F 1 80 

原油 G 1 80 

図 5.2  H2S 発生速度と腐食速度の関係 

ijiiji MbSaS +=因子

留分

原油種

メルカプタン濃度
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：

:
:

%][:
%][:

,

j
i

wtM
wtSS

factorba

表 5.1  S 因子の係数 
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この S因子を横軸として腐食速度との関係を示すと，図 5.3のとおり，腐食速度とのよ

い相関関係が示された．これより，R-SH はそれ以外の S 化合物よりも腐食に影響を及ぼ

しやすいことが明らかとなった．S化合物の係数 aiの値を変化させ，表 5.1の数値を適用

することによって算出した S因子は，腐食速度との間に良い相関を示すことが分かった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 防食方法確立 

腐食試験によって，各種材料での耐食性を評価した．Cr量の異なる材料において各原油

での各留分における腐食性を評価した結果，図 6.1～図 6.4に示すように，Cr量が 18％含

まれる SUS316 は良好な耐食性を有することが確認された．ただし，Cr 量が 9%以下の材料

ではその耐食性能は油種あるいは留分により異なることが確認された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3 腐食速度と S 因子の関係 
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図 6.1 耐食性評価（340℃，原油 C） 図 6.2 耐食性評価（340℃，原油 E） 

図 6.3 耐食性評価（340℃，原油 F） 図 6.4 耐食性評価（340℃，原油 G） 
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＋
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原
油
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（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 

蒸留塔でのＳ分布を推定することで腐食箇所を予測し．腐食速度予測技術を確立する． 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（平成２８年度） 計画：H2S発生量評価 実績：油種と H2S発生量差異を評価 

中間評価時（平成３０年１１月） 計画：H2S腐食モデル検証 実績：腐食と H2S発生量関係評価 

終了時評価時（平成３０年度） 計画：腐食予測技術確立 実績：H2S発生挙動より腐食を予測      

 

 

３．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

 本研究において，原油の腐食データベースが構築され，製油所設備で活用されることによって，

従来は困難であった劣質原油処理時の腐食予測技術を高度化することが可能となる．これによって，

製油所設備の保安技術力向上による石油製品の安定供給を達成し，さらに，劣質原油処理拡大によ

り国際競争力の強化に寄与することが期待できる． 
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４．研究開発の実施・マネジメント体制等 

 

（１）研究実施体制 

本研究は，以下の体制にて遂行する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究支援体制 

ア．当該プロジェクトは以下のライン管理下にて活動を実施し，出光興産・生産技術セン

ターのマネジメントにてコンプライアンスを遵守する． 

   第一管理者： 生産技術センター長 

   第二管理者： 統括マネジャー 

第三管理者： 設備技術グループリーダー 

イ．人事（勤務），知的財産，経理ならびに庶務事項に関し，当該プロジェクトとは独立し

た別担当にて管理し，漏れやエラーを排除する． 

・人事管理担当者 

 生産技術センター管理課課長 

・知的財産管理担当者 

 知的財産部知的財産センター知財 1グループ 

・経理管理担当者 

 生産技術センター管理課経理担当者 

・庶務窓口担当者 

 製造技術部総括課担当者 

ウ．採択・評価員会，事業推進連携会議等を通じて PDCA サイクルを着実に回し，効果的効・

率的に研究を推進する． 

  

 

PJリーダー

腐食評価気液平衡測定・解析
腐食試験･シミュレーション

研究員A

研究員B 研究員C

生産技術センター
（生技セ）

人事管理 ：生技セ管理課長
知的材残管理：知的財産部
経理管理 ：生技セ管理課
庶務窓口 ：製造技術部

研究員D

PJ統括

・物性解析
・気液平衡測定指導

・腐食試験条件設定
・腐食試験後の評価

気液平衡測定 腐食試験 シミュレーション
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５．費用対効果 

処理困難な劣質原油を安全に処理し石油製品を安定供給することは，我が国の石油精製業界共通

の課題である．しかしながら，コストの安い劣質原油は腐食性が高いため，処理量を増加すること

によって，腐食による重大な事故を発生させるリスクを伴う．一方で，原油の腐食予測技術は未だ

確立されておらず，実装置での運転・保全の経験から設備管理がなされているのが実状である．現

状のままであれば，装置の保安を確保しながら処理原油の多様化に対応していくことは困難である

と考えられ，腐食予測技術の高度化が我が国石油業界における大きな課題となっている． 

本研究により，これまで解明できていなかった腐食機構を解明し，原油の腐食データベースを構

築することによって，腐食予測技術を高度化することができれば，腐食による重大な事故発生のリ

スクを低減させながら，劣質原油の処理を可能とし，国際競争力の強化に寄与することが可能とな

る．腐食のため処理制約がかけられた劣質原油の処理量を，腐食対策を講じて 10%増加できた場合，

20 億円／年／1 製油所の経済効果が見込まれる．そのため，本研究に必要な費用に対する期待効果

は妥当と考える．  

以上 



 

 

 

 

 
「高効率な石油精製技術に係る研究開発支援 

事業費補助金」 

研究開発プロジェクト 

テーマ名「ブタンの脱水素によるブタジエン製造 

技術の開発」（テーマ３） 

評価用資料 

 

 

 

平成３０年１２月１３日 

 

ＪＸＴＧエネルギー株式会社 

 
 
 
 

 

第１回高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 
研究開発プロジェクト 中間評価検討会 

資料６ 
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プロジェクト名 
高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 

テーマ名「ブタンの脱水素によるブタジエン製造技術の開発」(1301) 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成３０年度事業番号０２０４ 

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 石油精製備蓄課 

プロジェクトの目的・概要 

省エネの進展等による国内石油需要の減少、アジア新興国における大型・輸出型製油所の台頭

による国際競争の激化など、我が国石油精製業を取り巻く事業環境は厳しくなっている。こうし

た中、将来にわたり石油の安定供給を確保していくために、コストの安い原油等から高付加価値

の製品を生産すること（石油のノーブル・ユース）や精製設備の稼働を長期間安定させること（稼

働信頼性の向上）など石油製品を効率的に生産する能力を高めることで、原油の有効利用や調達

原油の多角化（中東依存度の低減）を図る。 

 本事業では、国内石油精製業の技術基盤の底上げを図る観点から、付加価値の高い化学製品を

効率的に生産する技術や、低廉な重質原油を用いて石油製品を効率的かつ安定的に生産する技術

のうち、大きな効果が見込めるものの技術的な難易度が高い技術開発に必要な費用を補助する。 

 

予算額等（補助（補助率：2／3））                   （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成２８年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３３年度 JXTG ｴﾈﾙｷﾞｰ(株) 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY 予算額 
総執行額 

(H28FY&H29FY) 
総予算額 

１３３ ２８ ３４ １６１ １９５ 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

１．事業アウトカム 

事業アウトカム指標 

高付加価値品（ブタジエン）の収率 

 

指標目標値 

事業開始時（平成 28 年度） 計画：- 実績：- 

中間評価時（平成 30 年度） 計画：- 実績：- 

終了時評価時（平成 30年度） 計画：20% 実績：20%見込み 

目標最終年度（平成 30年度 

予定） 

計画：20% 

 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）目的 

製油所や石化工場において燃料用途で使用されているブタンを主とする留分から脱水素すること

によりブタジエンを製造する技術を開発する（図１）。製油所から製造される留分の中でも価値の低

いブタンを高付加価値化することにより、石油のノーブル・ユース化を推進し、国内製油所の競争

力強化を図る。 

 

ブタン
ブタジエン

目的製造プロセス
（脱水素法）

ブタジエン

付加価値 低
（将来余剰基調）

付加価値 高
（将来不足見込み）

（製油所）

原油 （常圧蒸留塔）

（石化工場）

ナフサ （ナフサクラッカー）

 

 

図１ 技術開発スキーム 

 

（２）背景 

ブタジエンは、現状ほぼすべてがナフサを原料とするエチレン製造装置（ナフサクラッカー）の

副生物として製造されている。そのためブタジエン供給は、エチレン製造装置の動向に大きく左右

されるが、近年新設されるエチレン製造装置は、世界的にナフサに対し安価な天然ガスやシェール

ガス中のエタンを原料とするエチレン製造装置（エタンクラッカー）にシフトされつつある。 

 一方でブタジエンの観点から見ると、エタンクラッカーにおいてはエチレン以外の化学品はほぼ

副生されないため、ブタジエンは製造されない。そのため、エチレンに比べブタジエン供給比率は

相対的に低下している（図２）。 
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図２ エチレン製造装置の原料と生成物比率 

 

ブタジエンの用途は、主に合成ゴムであり、特に自動車タイヤに使われるスチレン・ブタジエン

ゴム等は、中国等の世界的な自動車需要の伸びに伴い、今後も需要増加が見込まれる。 

一方で、上述の通り、エチレン製造装置の原料はエタン等にシフトするなど多様化しており、相

対的にナフサを原料とするエチレン製造装置の比率が減少傾向にあることから、ブタジエンの需要

に比べて、ブタジエンの供給能力の伸びは相対的に低下し、一時的な市況価格の変動はあるものの、

将来的なトレンドにおいて、ブタジエンの需給ギャップは拡大するものと見込まれる（図３）。 

そのため、中長期的なブタジエン需要を満たすためには、エチレン製造装置からの副生とは異な

る、ブタジエンの目的製造が必要となることが見込まれており、そうした技術開発が世界的にも要

求されている。 

       

0
20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

2008 2012 2016 2020 2024

ブタジエン需要
（主用途：タイヤ用ゴム原料）

エチレン生産量
（ナフサクラッカー由来）

比
率

（
2
0
0
9
年
を

1
0
0
）

 

図３ ブタジエン需給ギャップの予測 

 

ブタジエンの目的製造に用いる原料としては、ブタジエンと同じ炭素数４の留分（Ｃ４留分）を

用いることが最も効率的である。Ｃ４留分は製油所の常圧蒸留塔（トッパー）の他、重質ナフサの

接触改質装置（リフォーマー）や重油の流動接触分解装置（ＦＣＣ）などから副生される。 

Ｃ４留分のうち、イソブテンはメタクリル酸メチルやＥＴＢＥなどの原料として使用され、ノル
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マルブテンもメチルエチルケトンやエチレンとの不均化によるプロピレン製造用の原料として使用

されている。また、イソブタンはノルマルブテンと反応させることでアルキレートガソリンへ転換

される。しかしながら、ノルマルブタンは蒸気圧調整を目的としたガソリンへのブレンドや、燃料

用途としての利用に限定されている。ノルマルブタンを燃料の観点で見た場合においても、シェー

ルガス生産の拡大により原油対比のガス価格が低下傾向にある中、原油由来のブタンよりもＬＮＧ

を調達する方がコスト的に優位となる可能性がある（図４）。 

製油所において、ブタンなどのガス燃料が余剰となると、製油所運転に制約が生じ、原油処理や

分解装置の稼働を低下させなければならない環境となる可能性がある。そこで、将来余剰が見込ま

れるブタンを原料にブタジエンを目的製造することにより、ブタンの高付加価値化が実現でき、石

油のノーブル・ユースを推進することが可能となる。 

 

接触改質
（リフォーマー）

流動接触分解
（FCC）

常圧
蒸留塔

C4留分

ノルマルブタン

イソブタン

ノルマルブテン

イソブテン

原油
重質ナフサ

重油

ガソリン
（蒸気圧調整）

燃料

アルキレートガソリン
（RON 95以上；高オクタン価基材）

メチルエチルケトン
（化学品）

プロピレン
（化学品）

燃料用途のみ

ETBE
（RON110以上；高オクタン価基材）

メタクリル酸メチル
（化学品）

 
                図４ Ｃ４留分の各種用途 

 

（３）研究開発内容 

製油所や石化工場において燃料用途で使用されているブタンを主とする留分から脱水素すること

によりブタジエンを製造する技術を開発する。 

具体的には、以下の４項目の個別要素技術の開発を実施した。 

(i)触媒開発 

  (ii)触媒の工業製造検討 

(iii)副生物の分析・同定 

(iv)プロセス検討 

(v)スケールアップ評価に向けた検討 

 

(i) 触媒開発 

ブタジエン収率の向上並びに、コーク生成量を低減することを目的とし、アルミナベースの担体に白

金を担持した触媒を開発した。スズ担持量によって、ブタン脱水素活性やブテン脱水素の耐久性を高め

ることが分かった。ブタンからブタジエンを１段で得るためにはより高温が必要となるが、劣化が早く

なる。ブタジエンを高収率で得るためには、平衡上、高温が必要となるが、スズ担持量を多くすること

でブテン脱水素の耐久性が高い触媒を見出すことができた。一方、ブタンを脱水素する触媒はスズ担持
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量が少ないため劣化は大きいが、ブタンからブテンを生成させるだけであれば、平衡上、より低温とす

ることができる。すなわち、ブタンからブテンを生成させる触媒（ブタン脱水素用触媒）と、ブテンか

らブタジエンを生成させる触媒（ブテン脱水素用触媒）に分け、ブタン脱水素用触媒はより低温として

劣化を緩和し、ブテン脱水素触媒の耐久性は高いため、より高温とすることでブタジエンを高収率で得

られるのではないかと考えた。具体的には、ブタン脱水素用、ブテン脱水素用とスズ担持量の異なる２

種類の触媒を使用し、２段に分けて反応性評価を実施した結果、本コンセプト(図５)において、ブタジ

エン収率の向上と劣化抑制を両立できることが分かった。 

 

     

＜コンセプト＞

＜従来方式＞

反応器

ブタン

ブタジエン

触媒

反応器を分割し，条件/触媒を最適化

ブタン

ブタジエン

＜新方式＞

反応器② （ブテン⇒ブタジエン）
より高温で劣化しない触媒開発

触媒①

触媒②

反応器① （ブタン⇒ブテン）
ブタン脱水素活性の高い触媒開発

ブタン ブタジエン

②平衡上
高温が有利

①高温だと
触媒失活

より低温に より高温に
ブテン

 

図５ ブタジエン収率向上のためのコンセプト 

 

また、反応工程にリサイクルされるブタン・ブテンを考慮した原料がブタジエン収率に与える影響を

検討した結果、リサイクルされるブタン・ブテンとフレッシュフィードのブタンが合流した際の組成は

おおよそ、ブタン７０％、ブテン３０％と試算されたため、この組成での２段反応評価を実施した（図

６）。その結果、高活性かつ劣化抑制が可能な改良触媒を用いることで、ブタジエン収率が２～３％向上

し、２０１８年度目標であるブタジエン収率２０％を達成見込みである。 

5

10

15

20

25

0 6 12 18 24

ブ
タ
ジ
エ
ン
収
率
（
反
応
器
出
口
），

%

経過時間，h

２０１８年度目標
（２４時間平均）
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◆ ◆

ブタジエン収率が２～３％向上

◆ ◆
改良触媒

現行触媒

 

図６ ブタジエン収率の推移 
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(ii)触媒の工業製造検討 

当社にて開発した前段並びに後段触媒を、触媒メーカーにて工業製造検討を実施した。工業製造可能

な製法にて製造し、得られた触媒を評価した結果、当社で試作したラボ試作品と同等性能を示すことが

分かった（図７）。以上より、本技術で使用する触媒の工業製造方法を確立できた。 

 

ブ
テ
ン
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化
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（
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後
）
，
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後段反応 （ブテン脱水素）
原料：ブテン100%，反応温度：Base+50℃

前段反応 （ブタン脱水素）
原料：ブタン100%，反応温度：Base℃
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@触媒メーカー

 

図７ 前段、後段触媒のラボ試作品と工業製造品の活性比較結果 

 

(iii)副生物の分析・同定 

開発技術で工業的にブタジエンを製造する場合、脱水素反応により生成したブタジエンは蒸留精

製を行った後、ブタジエン抽出装置により高純度のブタジエンに精製されることになるが、単にブ

タジエンの純度を満たすだけでは製品化できず、現行の製品ブタジエンに含まれるアセチレン類や

１，２－ブタジエンなどが現行濃度以下である必要がある。また、現行の製品ブタジエン中には含

まれない成分の混入可能性を把握する必要がある。そこで、アセチレン類や１，２－ブタジエンを

はじめ、製品ブタジエン中に混入する可能性のある不純物を分析でき、かつ未精製の反応器出口ガ

スの分析も可能なガスクロマトグラフを２０１６年度に導入した（図８）。また、分析条件を検討し、

反応器出口ガス中の各ピークを分離できる条件を設定した。本装置に加え、一部、ＧＣ－Ｍａｓｓ

装置も活用することで、ブタンの２段脱水素反応（ブタン⇒ブテン⇒ブタジエン）後のガス中の不

純物を同定できた（図９）。 
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メタン

エタン

エチレン

プロパン

プロピレン

イソブタン

n-ブタン
トランス-2-ブテン

1-ブテン

イソブテン

シス-2-ブテン

1,3-ブタジエン

イソペンタン
シクロブタン

n-ペンタン

1,2-ブタジエン
メチル
アセチレン

ジメチル
シクロプロパン

ジメチル
アセチレン

ビニル
アセチレン

エチル
アセチレン

ペンタジエン

イソプレン

ペンテン

図８ ガスクロマトグラフ外観

図９ 反応器（２段反応）出口ガスの分析結果例
 

 

（iv）プロセス検討 

本プロセスでは、図１０に示した通り、反応圧力を低くするほどブタジエンの平衡収率が高くな

る。すなわち、脱水素反応の圧力を低くするほど、よりブタジエン収率を高くできるため、反応圧

力は減圧とする必要がある。 
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図１０ 圧力とブタジエン平衡収率の関係（６００℃） 

 

 表１に商業機に適用可能な反応器形式を示した。円筒型反応器はコストが安いものの、触媒層の

差圧（ΔＰ）が数１０ｋＰａとなり、反応圧力が高くなってしまうという欠点があった。連続触媒

再生型反応器（Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ Ｃａｔａｌｙｓｔ Ｒｅｐｌａｃｅｍｅｎｔ；ＣＣＲ）も

同様に、触媒層のΔＰが数１０ｋＰａとなるため採用は難しいと考えられた。そこで、低圧損タイ

プの反応器として実績も多いラジアルフロー型反応器を選択した（図１１）。ラジアルフロー型反応

器は低圧損という利点がある一方で、反応器内の触媒層を薄くしているため、触媒量に対する反応

器のサイズは円筒型反応器と比べ、大きくなることが見込まれている。 

 

表１ 反応器形式の候補 
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反応器形式 
選定 

可否 
考察 

円筒型 △ ・触媒層ΔＰが数１０ｋＰａとなり反応圧力が高くなる 

ラジアルフロー型 ○ 
・低圧損を実現可能。反応器としての実績も多い 

・反応器サイズ大きくなる 

連続触媒再生 

（ＣＣＲ）型 
× 

・再生の熱を反応に利用することで熱的に有利 

・触媒層ΔＰが数１０ｋＰａとなり反応圧力が高くなる 

 

 

触
媒

触
媒

 

図１１ ラジアルフロー型反応器 

 

ブタン脱水素プロセスでは、高温、減圧、反応器の２４時間交互再生などの要素を必要とする。反応

器形式並びに、加熱方式を選定し、プロセスフローを策定した（図１２）。まず、原料のＣ４ＬＰＧ中に

含まれるイソブタンを脱イソブタン工程で除去した後、ノルマルブタンを反応工程にフィードする。反

応工程で得られた生成ガスは圧縮・分離工程に送られ、水素、メタン、二酸化炭素などの軽質ガスを除

去した後、精製工程で製品ブタジエンとなる純度まで精製する。精製工程で分離されたブタンやブテン

は反応工程にリサイクルする。 
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【全体ブロックフロー】

反応工程

圧縮・分離工程 精製工程 ブタジエン

C4 LPG 脱イソブタン工程

イソブタン

ノルマルブタン

リサイクル ブテン/ブタン

原料中イソブタンの除去

反応器：前段2基，後段1基

軽質がス（C3-）の除去 C3+からのブタジエン分離
 

図１２ プロセス全体のブロックフロー 

 

（v）スケールアップ評価に向けた検討 

エンジニアリング会社とともにスケールアップ計画について議論および検討した。作成したプロ

セスフローの各工程について、商業機の設計の可能性を評価した。脱イソブタン工程についてはす

でに製油所に実績があり、また、圧縮・分離工程や精製工程については機器の構成がナフサクラッ

カーと類似のため、商業機の設計が可能との結論を得た。一方、反応工程については、後段反応器

の偏流が懸念されたために、現時点では十分に商業機の設計ができる状態ではないことが分かった

（表２）。本開発プロセスと他の商業プロセスとの相違点は、２４時間毎の反応・再生サイクル、か

つ減圧反応であることである。反応時は減圧のためガスボリュームが多いのに対し、再生時は微加

圧であり、ガスボリュームが少なくなる。現在、想定のプロセスでは、再生時の反応器のΔＰは反

応時と比べ、約１／１０程度となる。そのため再生時に偏流が生じ、触媒の再生が十分に行われな

く懸念がある。以上より、後段反応器の偏流の懸念に対し、検討する必要があることが分かった。 

 

  表２ 商業機設計の可能性（工程ごと） 

 脱イソブタン 

工程 

反応 

工程 

圧縮・分離 

工程 

精製 

工程 

商業機の設計 ○ △ ○ ○ 

考察 製油所で実績あり 後段反応器の 

偏流に懸念 

機器構成がナフサクラッカーと 

類似 

 

触媒層の差圧測定と流動解析を実施した結果（図１３）、後段反応に偏流はなく、均一な流れであ

ることが判明した。その結果、２０１８年度に商業機（反応器廻り）のプロセスデザインを作成完

了見込みである。 
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流動解析

触媒層

ガス流れ

触媒層

ラジアルフロー型反応器
 

図１３ 後段反応の反応器周りの流動解析結果 

 

 

（２）事業アウトプット 

事業アウトカム指標 

高付加価値品（ブタジエン）の収率 

 

指標目標値 

事業開始時（平成 28 年度） 計画：- 実績：- 

中間評価時（平成 30 年度） 計画：- 実績：- 

終了時評価時（平成 30年度） 計画：20% 実績：20%見込み 

目標最終年度（平成 30 年度予

定） 

計画：20% 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 
特許等件数 

（出願を含む） 
特許権の
実施件数 

ライセンス
供与数 

国際標準へ
の寄与 

プロトタイ
プの作成 

0件 0件 15件 0件 0件 0件 0件 
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＜個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況＞ 

個別要素技術 アウトプット指標・目標値 達成状況（実績値・達成度） 原因分析（未達成の場合）

①触媒開発

②触媒の工業製造
検討

③副生物の分析・
同定

④プロセス検討

⑤スケール評価に
向けた検討

触媒改良を実施し、反応器出
口のブタジエン収率を２０ｗｔ％
に到達させる。

工業的に製造可能な製法を確
立する。

副生物の分析・同定を実施し、
生成物中のＣ１～Ｃ４の成分を
明らかにする。

最適な反応器形式、加熱シス
テムを検討し、プロセスフロー
を策定する。

スケールアップ評価の基本コン
セプトを策定する。

反応器周りのプロセスデザイン
を作成する。

２０１８年度末に達成見込み

達成

達成

達成

達成

２０１８年度末に達成見込み

-

-

-

-

-

-
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３．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

 触媒改良並びにプロセス検討により、最終目標であるブタジエン収率２０％を達成できる見込み

である。また、商業化に向けて、スケールアップ計画を策定することができたため、プロセスデザ

インを作成完了見込みである。事業アウトカム達成に至るまでのロードマップを図１４に示す。本

事業終了後、FS 検討を実施し、ブタジエン製造技術の完成を目指す。その後、ブタジエン市況等の

事業環境を踏まえて、本技術の事業化を実施するかどうか判断する。 

 

    

本 研 究

FS検討開発研究

製油所適用

2016

③触媒の工
業製造検討

①触媒開発

④プロセス
検討

⑤ ス ケ ー ル
アップ評価に
向けた検討

触媒組成検討

製造法検討

コンセプト策定

ベンチ装置

プロセス検討

装置製作・導入

副生物の
同定・分析

プロセス
デザイン作成

2019

ブタジエン製造技術の完成
（ブタジエン収率２０％)

実証化装置の
必要性検討

製油所への導入を
考慮したプロセス検討

ブタジエン市況等の事業
環境を踏まえて判断

ブタジエン製造装置の
事業化

③副生物の
同定・分析

工業製造検討

 

 

図１４ 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 
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４．研究開発の実施・マネジメント体制等 

事業成果や進捗確認は、METI採択評価委員会（年２ 回開催）並びに、事業推進連携会議（年２回

開催）にて適切な指導、助言を受けながら事業を実施した。これらの推進体制にて、適宜PDCA を回

すことにより、中間評価における事業目標到達に導いた。なお、JXTGエネルギー(株)内のマネジメ

ント体制を図１５に示す。 

 

一般財団法人 石油エネルギー技術センター（JPEC）

外部指導者、協力者

●プロジェクトリーダー
役職：プロセス・触媒グループマネージャー
氏名：柳川 真一朗

●サブプロジェクトリーダー
役職：プロセス・触媒グループ

シニアスタッフ
氏名：岩佐 泰之

【技術開発】
●担当者（３名）

【人事】【経理】
責任者
総務グループマネージャー

ＪＸＴＧエネルギー株式会社
中央技術研究所 所長

燃料研究所 所長

【知財】
責任者
知財業務グループマネージャー

●：補助事業の人件費対象者

技術戦略室 室長

※ 社名および社内組織、プロジェクトリーダー等は平成３０年４月１日以降の名称で記載

・技術横断的な進捗管理
・資源配分の管理 等

・事業の変更、中止の判断
・全体戦略の策定

 

図１５ 研究開発の実施・マネジメント体制 

 



14 
 

 

５．費用対効果 

 本技術開発を商業化することで、将来余剰が見込まれる燃料ブタンの消費並びに、付加価値の高

いブタジエンを目的生産することにより、国内製油所において、大きなメリットが得られると考え

られる。例えば、ブタジエン生産量が世界需要の約１％の１０万トン／年程度であれば、数十億円

／年以上のメリットが期待できる。 

 また、ブタンの脱水素によりブタジエンを製造する際には、多量の水素が併産される。現在、製

油所によっては接触改質装置から副生される水素だけでは足りない際に、ブタンなどのＬＰＧを高

温で水蒸気改質して水素を製造（ＨＰＵ；Hydrogen Product Unit）しているが、ＨＰＵを用いた際

の水素製造コストは高い。ブタジエンの製造で副生する水素を利用することで製油所のＨＰＵの稼

働を下げられるためより一層の競争力の向上を図ることができる。製油所運転環境によってはＨＰ

Ｕの稼働を停止できる場合もあり、競争力強化に大きく寄与する（図１６）。 

 

以上より、投入する予定の国費総額（２．０億円）に対して大きな効果が得られると考える。 

 

 

     

ブタン

水素製造装置
（ＨＰＵ）

水素

脱硫装置

脱水素プロセス
（本技術開発テーマ）

ブタジエン

水素

軽油，重油等

製造コスト 高
ブタジエン製造時の併産水素に置き換え
により製油所全体のコスト競争力向上

代替可

 

 

図１６ 本技術を製油所へ導入した場合の副生水素の影響 

 

以上 



 

 

 

 

 
「高効率な石油精製技術に係る研究開発支援 

事業費補助金」 

研究開発プロジェクト 

テーマ名「先進的膜分離による高付加価値品 

回収技術開発」(テーマ４) 

評価用資料 

 

 

 

平成３０年１２月１３日 

 

 

ＪＸＴＧエネルギー株式会社 

第１回高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 
研究開発プロジェクト 中間評価検討会 

資料６ 
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プロジェクト名 
高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 

テーマ名「先進的膜分離による高付加価値品回収技術開発」(1302) 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成３０年度事業番号０２０４ 

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 石油精製備蓄課 

プロジェクトの目的・概要 

省エネの進展等による国内石油需要の減少、アジア新興国における大型・輸出型製油所の台頭

による国際競争の激化など、我が国石油精製業を取り巻く事業環境は厳しくなっている。こうし

た中将来にわたり石油の安定供給を確保していくために、コストの安い原油等から高付加価値の

製品を生産すること（石油のノーブル・ユース）や精製設備の稼働を長期間安定させること（稼

働信頼性の向上）など石油製品を効率的に生産する能力を高めることで、原油の有効利用や調達

原油の多角化（中東依存度の低減）を図る。 

 本事業では、国内石油精製業の技術基盤の底上げを図る観点から、付加価値の高い化学製品を

効率的に生産する技術や、低廉な重質原油を用いて石油製品を効率的かつ安定的に生産する技術

のうち、大きな効果が見込めるものの技術的な難易度が高い技術開発に必要な費用を補助する。 

 

予算額等（補助（補助率：２/３））                  （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成２８年度 平成３２年度 平成３０年度 平成３３年度 JXTG ｴﾈﾙｷﾞｰ㈱ 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY 予算額 
総執行額 

（H28FY&H29FY） 
総予算額 

６７ ５５ ８７ １２２ ２１０ 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 近年、新しい分離技術として、ゼオライト膜など無機膜による炭化水素の分離が進められている。

膜分離は、精密蒸留のように還流の必要がなく、既存分離技術より少ないエネルギーで炭化水素を

分離するポテンシャルがある。炭化水素分離用の膜としては高温での耐溶剤（石油留分）性の高い

無機膜、特にゼオライト膜が有望である。ゼオライト膜は、高分子膜の活用が難しい高温領域での

炭化水素の分離にも利用できる可能性がある。また、分離膜メーカーが脱水プロセス用などで実績

を積みユーザー側からみて分離膜の性能や品質、安定供給に対する信頼性が上がってきている。そ

こで、少ないエネルギーで炭化水素を分離するポテンシャルがある膜分離技術の個別要素技術開発

を行い、既存分離技術ではエネルギー消費量が多いため経済性が成り立たず導入が見送られている

用途への展開を主に検討し、石油精製プロセスにおける高付加価値品の得率を向上させるための実

用化検討を行う。具体的には、石油留分やオフガスから水素、アロマ・オレフィン・ノルマルパラ

フィン等を高濃度で分離回収する分離膜・膜分離プロセスの実用化技術開発を行う。これにより付

加価値の低い原料（軽質ナフサ等）から 付加価値の高い製品（化学品、潤滑油基油、アロマ等）を

製造する石油のノーブルユース化を推進することで製油所競争力強化に貢献する。 

 本技術開発は平成２８年から平成３２年までの５年間で計画しており、平成３０年度末までに要

素技術開発を完成させるべく開発を進めている。ベンチスケールでの評価によって有望テーマの絞

り込みを行い、平成３１年度から２年間の実証化を通して要素技術の検証のほか寿命や経済性の評

価など事業化に向けたデータを取得する。 

 

１．事業アウトカム 

 事業アウトカムとして、技術開発（シーズ）側の指標として膜分離技術に期待される消費エネル

ギーの小ささを表す指標である「省エネ指数」、用途展開（ニーズ）側の指標として分離膜・膜分離

プロセスによる高付加価値品の得率の向上を表す指標である「ノーブルユース指数」で評価する。 

事業アウトカム指標 既存炭化水素分離技術に対する消費エネルギーの削減率（省エネ指数） 

 既存分離技術を用いた時の目的生産物あたりの消費エネルギー（A）と開発する分離技術の目的

生産物あたりの消費エネルギー（B）を求め、（1-B/A）×100 を消費エネルギーの削減率（C）とし

て事業アウトカム指標の１つ「省エネ指数」とする。目標設定にあたり最新の熱交換型の省エネル

ギー蒸留システム（https://www.toyo-eng.com/jp/ja/products/environment/superhidic/）の「省

エネ指数」が５０％以上であることから５０％を目標値とする。 

指標目標値 既存分離技術に対するエネルギー削減率５０％ 

事業開始時（H28年度） 計画：比較対象となる既存分離技

術の消費エネルギー調査 

実績：達成 

中間評価時（H30年度） 計画：ベンチデータに基づくプロ

セスシミュレーションによる膜

分離プロセスの消費エネルギー

および省エネ指数ポテンシャル

の算出 

実績：達成 

省エネ指数ポテンシャル４

５％～６５％ 

終了時評価時（H32年度） 計画：省エネ指数３０％ 実績：達成見込み 

目標最終年度（H34年度予定） 計画：省エネ指数５０％ 
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事業アウトカム指標 膜分離プロセス導入による高付加価値品の得率（ノーブルユース指数） 

 分離膜・膜分離プロセスへの付加価値の低い原料の供給量（D）に対して得られる付加価値の高

い製品の製造量（E）から、分離膜・膜分離プロセスによる高付加価値品の得率を（E/D）×100 に

より求め、事業アウトカム指標の１つ「ノーブルユース指数」とする。 

指標目標値 膜分離プロセス導入による高付加価値品の得率１７％ 

事業開始時（H28年度） 計画：低付加価値品（軽質ナフサ）

の膜分離プロセスによる高付加

価値品（オレフィン・アロマ）の

得率ポテンシャル６％ 

実績：達成 

高付加価値品（オレフィン・ア

ロマ）の得率ポテンシャル６％ 

中間評価時（H30 年度） 計画：低付加価値品（重質軽油）

の膜分離プロセスによる高付加

価値品（潤滑油基油用ワックス）

の得率ポテンシャル１２％ 

実績：達成見込み 

高付加価値品（潤滑油基油用ワ

ックス）の得率ポテンシャル４

～３５％ 

終了時評価時（H32年度） 計画：ノーブルユース指数１７％ 実績：達成見込み 

目標最終年度（H32年度予定） 計画：ノーブルユース指数１７％ 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

 これまで実証化された製油所における石油のノーブルユース化の試みとしては、石油コンビナー

ト高度統合運営技術研究組合（ＲＩＮＧ)が行った「コンビナート・ルネッサンス事業」がよく知ら

れている。この事業の中で、深冷分離など当時の既存の要素分離技術を用いた石油製品のノーブル

ユース化が行われている（化学工学 第７１巻 第５号（２００７）２６６頁）。一方、この事業で実

証化されていない要素分離技術として、ゼオライト膜など無機膜による炭化水素の分離がある。膜

分離は、精密蒸留における還流操作を、膜の分離機能で代替するため、還流に伴い多量に消費する

エネルギーを少なくできる。そのため、当該膜分離技術に対する期待は大きく、主に海外で多くの

特許出願がなされてきた（エクソン 特表平１１－５１１６８５）が、商業規模の分離膜を量産でき

ず実用化には至っていない。しかし、近年日本のセラミックメーカーを中心に主にアルコールの脱

水、天然ガス中のＣＯ２分離のためのゼオライト膜開発が進んでおり、炭化水素用の膜が開発できれ

ば実用化できる可能性は高い。最近の炭化水素分離膜の開発の一例として「２次成長法による

Silicalite-1 膜」がある。本研究は石油精製への新規要素技術調査研究として平成２４年度重質油

等高度対応処理技術開発事業の中で行われた（重質油等高度対応処理技術評価小委員会及び技術研

究会報告書ＪＰＥＣ－２０１２Ｔ－０１）。支持体上に Silicalite-1 と呼ばれるゼオライトの結晶

を隙間なくかつ薄く結晶成長させているところに特徴がある。 

 本技術開発ではこの Silicalite-1膜を中心にゼオライト膜の要素技術開発を行い、既存分離技術

ではエネルギー消費量が多く経済性が成り立たないため導入が見送られている用途への展開を主に

検討し、石油のノーブルユース化として石油精製プロセスにおける高付加価値品の得率を向上させ

るための実用化検討を行う。開発スケジュールとしては平成２８年から平成３２年までの５年間で

計画しており、平成３０年度末までに要素技術開発を完成させるべく開発を進めている。ゼオライ

ト膜を石油精製プロセスとして用いるには複雑な組成からなる実石油留分・実ガスでも選択性を発
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現する分離膜の開発・選定が重要である。平成２８年から平成３０年までの３年間でこの高性能な

膜を大学との共研を活用したテストピースの試作・評価により見出す。また分離膜を高表面積化す

るためセラミックメーカーのノウハウを活用して膜を１ｍ長エレメントへ長尺化する。さらに長尺

エレメントを束ねたモジュールをシミュレーションの活用により開発し、不純物除去等まで含めた

連続運転２年以上が可能な膜分離プロセスの実証機のプロセス全体の基本設計を行う（図２－１）。

平成３０年度末までのベンチスケールでの評価によって有望テーマの絞り込みを行い、平成３１年

度から２年間の実証化を通して要素技術の検証のほか寿命や経済性の評価など事業化に向けたデー

タを取得する。 

 

 

1m長エレメント 膜分離プロセス膜モジュール

膜の長尺化 モジュール化 プロセス化

1m

3cm

テストピース

分離膜の開発・選定

 

図２－１ 分離膜・膜分離プロセスの開発 

 

（２）事業アウトプット 

 製油所の石油・ガス留分中に含まれる特定成分を分離膜により分離することで、石油・ガス留分

の物性改善を図り、石油精製プロセスにおける高付加価値品の得率を向上させ、石油のノーブルユ

ース化を推進するためには、膜分離プロセスの個別要素技術の完成に加え、適切な用途を選定し実

証化を通して要素技術の検証のほか寿命や経済性の評価など事業化に向けたデータを取得すること

が重要である。その事業アウトプットは次の（ア）～（オ）の５つである。（ア）～（ウ）によって

石油精製プロセスで使われる膜分離プロセスの個別要素技術の完成を目指し、（エ）によって要素技

術の検証のほか寿命や経済性の評価など事業化に向けたデータを取得する。（オ）は実証化からセミ

コマーシャルスケール、さらに商業化とスケールアップ検討を進めて行く過程において、工業的に

可能な手法で量産される分離膜の品質管理や受入検査に必須の評価技術である。 

(ア)実石油留分でも選択性を発現する分離膜を開発する 

(イ)さらに分離膜の性能低下要因を明らかにしその膜性能を最大限発揮できるように不純物除去等

まで含めた膜分離プロセスのプロセス全体の設計を行う 

(ウ)製油所で用いられることを想定し、現場でも膜エレメントの交換が可能な長尺エレメントを束

ねたモジュールを開発し、製油所定修に合わせて保守点検ができるよう連続運転２年以上が可

能な膜分離プロセスの設計を行う 

(エ)ベンチスケールでの評価によって有望テーマ（用途）の絞り込みを行い、技術完成後の実装ま

で考慮したテーマを選定し、２年間の実証化を通して要素技術の検証のほか寿命や経済性の評

価など事業化に向けたデータを取得する 

(オ)工業的な生産方法で量産された分離膜の迅速な評価方法を開発し、有望テーマ（用途）に必要

な機能を担保する分離膜の閾値を求め、品質管理手法を確立する 
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事業アウトプット指標（ア）実石油留分・実ガスでも用途に応じた必要な選択性を発現する分離膜 

             の開発・選定 

分離膜を石油精製プロセスとして用いるには複雑な組成からなる実石油留分・実ガスでも選択性を

発現する分離膜の開発・選定が重要である。ただし、分離性能については、１００％に近い石油化

学製品等の高純度でなくとも、石油留分の物性を有意に高めることができればよく、軽質ナフサ、

灯油からのノルパラ分離の場合、分離係数２０もしくは目的物濃度９０％以上に濃縮、軽油からの

ノルパラ分離の場合、分離係数１０もしくは目的物濃度５０％以上に濃縮を目標とする。さらに分

離膜を高表面積化するため工業的に可能な製法にて膜を１ｍの長尺エレメントへ長尺化する。 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（平成２８年度） 計画： 

①分離係数 20 または目標物濃

度 90%以上 

②1ｍ長尺エレメントの製作 

実績：達成 

①分離係数 33、目的物（ノルマ

ルパラフィン）濃度 97mol% 

②1ｍ長尺エレメントの製作 

中間評価時（平成３０年度） 計画： 

①軽質ナフサ、灯油からのノル

パラ分離の場合、分離係数２０

もしくは目的物濃度９０％以上

に濃縮、軽油からのノルパラ分

離の場合、分離係数１０もしく

は目的物濃度５０％以上に濃縮 

②テストピース並に性能を維持

したまま１ｍの長尺エレメント

までスケールアップ 

実績：達成 

①分離係数 150、目的物（ノル

マルパラフィン）濃度 96mol% 

 

 

 

 

②工業製造可能な手法で製作

した１ｍの長尺エレメントに

て目標値に到達 

終了時評価時（平成３２年度） 計画：同上 実績：同上 

 

事業アウトプット指標 （イ）不純物除去等まで含めた膜分離プロセスの設計 

前処理装置による不純物除去等まで含めた膜分離プロセスの実証機のプロセス全体の基本設計を

行う（実証機規模はその用途によって変わりうる）。 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（平成２８年度） 計画：劣化に関わる不純物の特

定 

実績：達成 

不純物候補物質（硫黄化合物

等）の影響確認し、モデル原料

による実験結果と仮説との整

合性を検証 

中間評価時（平成３０年度） 計画：不純物除去等まで含めた

膜分離プロセスの実証機（１ｍ

長エレメント１ｍ２以上のプロ

セス又は生産量０．５ｋｇ／ｈ

実績：達成見込み 

前処理装置としてノルマルパ

ラフィン濃縮装置等を設置す

ることにより原料油の重質化
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以上）の基本設計 による透過流束の低下が抑え

られ、さらに膜分離装置のコン

パクト化が可能な見込み 

終了時評価時（平成３２年度） 計画： 不純物除去等まで含めた

膜分離プロセス（１ｍ長エレメ

ント１０ｍ２以上のプロセス又

は生産量５ｋｇ／ｈ以上のプロ

セス）の設計 

実績：同上 

 

事業アウトプット指標 （ウ）連続運転２年以上が可能な膜分離プロセス設計 

製造の現場でも膜エレメントの交換が可能な長尺エレメントを束ねたモジュールを、シミュレーシ

ョンを活用して開発し、製油所のメジャー定修に合わせて保守点検ができるようプロセス全体で連

続運転２年以上が可能な膜分離プロセスの設計を行う。 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（平成２８年度） 計画：膜エレメント本数 100 本

規模モジュールの設計検討 

実績：達成 

モジュール構造の基本設計完

了 

中間評価時（平成３０年度） 計画：①実証機に用いるモジュ

ールの評価による目的物濃度９

０％以上、目的物の透過による

回収率６０％以上 

②製油所で採取された実油によ

る評価時間３０００時間以上相

当の加速劣化試験 

実績：達成見込み 

期中につき現在評価中 

終了時評価時（平成３２年度） 計画：製油所で採取された実油

による評価時間１６０００時間

以上（２年）相当の加速劣化試

験 

実績：達成見込み 

 

事業アウトプット指標 （エ）平成３０年度までにベンチスケールでの評価による有望テーマの 

              絞り込みを行い、平成３１年度から実証化 

平成３０年度末までのベンチスケールでの評価によって有望テーマ（用途）の絞り込みを行い、技

術完成後の実装まで考慮したテーマを選定する。平成３１年度から２年間の実証化を通して要素技

術の検証のほか寿命や経済性の評価など事業化に向けたデータを取得する。 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（平成２８年度） 計画：実石油留分・実ガスで目

標とする分離性能を発現した

Silicalite－1 膜の分離対象と

実績：達成 

最もメリット額が大きかった

「軽質ナフサからのノルマル
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して、商業規模を想定した時に

現状で最も有望と考えられるノ

ルマルパラフィン分離をベース

に検討 

パラフィン分離によるアロ

マ・オレフィン増産」を優先し

て検討 

中間評価時（平成３０年度） 計画：同上 実績：達成見込み 

初期投資額に対するメリット

額が大きかった「重質軽油から

のノルマルパラフィン分離に

よる潤滑油基油増産」を実証化

の第一候補として検討 

終了時評価時（平成３２年度） 計画：要素技術の検証のほか寿

命や経済性の評価など事業化に

向けたデータを取得 

実績：達成見込み 

 

事業アウトプット指標 （オ）炭化水素の膜分離における膜の品質管理手法を設定 

分離膜の品質管理方法を設定するため、膜分離技術のスケールアップ検討を進めて行く過程におい

て、工業的な生産方法で量産された分離膜の迅速な評価方法を開発し、有望テーマ（用途）に必要

な機能を担保する分離膜の閾値を求め、品質管理手法を確立する 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（平成２８年度） 計画：膜の品質管理方法の検討

（目標：既存手法と炭化水素分

離性能との関係把握） 

 

実績：達成 

性能担保における評価方法と

性 能 指 標 と の 相 関 検 討 し         

テストピースについて閾値決

定 

中間評価時（平成３０年度） 計画：モジュールに使用する規

模（１００本以上）での品質管

理手法の設定 

 

実績：達成 

長尺エレメントの迅速な品質

管理方法である等圧透過試験

を確立 

終了時評価時（平成３２年度） 計画：同上 実績：膜の品質管理に関する検

証を実証時に合わせて行う計

画 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 
特許等件数 

（出願を含む） 
特許権の
実施件数 

ライセンス
供与数 

２ ０ ４ ０ ０ 
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 表２－１に (1)～(6)の個別要素技術の５年間の開発スケジュールを記す。このうち(1)～(3)は

「ものつくり」に関わるシーズ寄りのアウトプットであり、(4)～(5)は要素技術の検証のほか寿命

や経済性の評価など事業化に向けたニーズ寄りのアウトプットである。(6)は膜分離の原理原則を明

らかにし課題発見ととともにその優先順位付け、解決策提案のためのチェック機構としてのアウ

トプットである。 

   

表２－１ 個別要素技術の５年間の開発スケジュール 

 

 

 個別要素技術の目標と達成状況を表２－２に示す。実石油留分・実ガスでも選択性を発現する分

離膜の開発・選定（（１）①）とその１ｍ長エレメントへ長尺化（（１）②）、および工業的な生産方

法で量産された１ｍ長分離膜エレメントの迅速な評価方法（（3））の開発は完了した。平成３０年度

末までのベンチスケールでの評価によって有望テーマの絞り込みを行う計画に基づき、早期実装の

可能性を上げるため、商業規模の初号機としては規模が小さな「重質軽油を原料とした高付加価値

品（潤滑油基油用ワックス）分離」を主用途として絞込み、プロセス検討を進めている（（2））。原

料油重質化のため透過流束の低下やファウリングによる寿命低下が懸念されていたが、大学との共

同研究の成果である Silicalite-1膜によるノルマルパラフィン分離の透過・劣化メカニズムの仮説

（(6)）に基づきプロセス全体として対策を考え膜分離装置の前処理装置等により透過流束の低下等

を抑制できそうなデータが得られている（（4）②）。一方、装置実証規模については、本用途は規模

が小さいうえにモジュールのシール方法などの要素技術は開発済み（（4）①）であるため、モジュ

ールをスケールアップした実証運転よりもモジュールに前後処理装置などの付帯設備も含めプロセ

ス全体として実証運転を行うことがより重要であるとの認識に至り、実証規模を当初計画の１ｍ長

エレメント５０ｍ２以上のプロセス又は生産量５０ｋｇ／ｈ以上から１ｍ長エレメント１ｍ２以上の

プロセス又は生産量０．５ｋｇ／ｈ以上に計画を修正するものである（（5）①）（ただしプロセス設

計は１ｍ長エレメント１０ｍ２以上のプロセス又は生産量５ｋｇ／ｈ以上まで行う）。平成３１年度

から２年間の実証化を通して要素技術の検証のほか寿命や経済性の評価など事業化に向けたデータ

を取得する計画に変更はない（（5）②③）。 
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表２－２．個別要素技術の目標 

個別要素技術 
アウトプット 

指標・目標値 

達成状況 

（実績値・達成度） 
原因分析 

（未達成の場合） 
(1)分離膜開発・選定 

①分離膜テストピースの開発 

 

 

 

 

 

 

 

②長尺エレメントへのスケー

ルアップ 

 

 

(2)プロセス検討 

 

 

 

 

 

 

 

(3)品質管理方法検討 

 

 

 

 

 

(4)分離膜寿命評価・予測 

①モジュール開発 

 

 

 

②実油による評価・寿命予測 

 

 

 

 

①軽質ナフサ、灯油からの

ノルパラ分離の場合、分離

係数２０もしくは目的物濃度

９０％以上に濃縮、軽油から

のノルパラ分離の場合、分

離係数１０もしくは目的物濃

度５０％以上に濃縮 

 

②テストピース並に性能を

維持したまま１ｍの長尺エレ

メントまでスケールアップ 

 

(2)不純物除去等まで含め

た膜分離プロセス  （１ｍ長

エレメント１０ｍ２以上のプロ

セス又は生産量５ｋｇ／ｈ以

上のプロセス）の設計 

 

 

 

(3)モジュールに使用する

規模（１００本以上）での品

質管理手法の設定 

 

 

 

(4) 

①実証機に用いるモジュー

ルの評価による目的物濃度

９０％以上、目的物の透過

による回収率６０％以上 

②製油所で採取された実油

による評価時間１６０００時

間以上（２年）相当の加速劣

化試験 

 

①達成 

 

 

 

 

 

 

 

②達成 

 

 

 

(2)達成見込み 

 

 

 

 

 

 

 

(3)達成 

長尺エレメントの迅速

な品質管理方法であ

る等圧透過試験を確

立した 

 

(4) 

①達成見込み 

 

 

 

②達成見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)期中のため 

前処理装置としてノルマルパ

ラフィン濃縮装置等を設置す

ることにより原料油の重質化

による透過流束の低下が抑

えられ、さらに膜分離装置の

コンパクト化が可能な見込み 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 

①期中のため 

シール方法などの要素技術

は開発済み 

 

②計画通り 

期中までに実油による評価時

間３０００時間以上相当の加

速劣化試験を実施 
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個別要素技術 
アウトプット 

指標・目標値 

達成状況 

（実績値・達成度） 
原因分析 

（未達成の場合） 
(5)実証装置 基本設計 

①実証機の設計/製作/運転 

 

 

 

 

 

②分離膜の品質管理方法の

検証 

 

 

 

③経済性評価 

 

 

 

 

(6)膜透過・劣化メカニズム解

明 

 

 

 

(5) 

①不純物除去等まで含めた

膜分離プロセスの実証機（１

ｍ長エレメント１ｍ２以上の

プロセス又は生産量０．５ｋｇ

／ｈ以上）の設計 

 

②膜の品質管理に関する検

証を実証時に合わせて行

う。 

 

 

③膜再生法の検討と保守費

算出、商用装置の設計（目

的物１００ＢＤ以上のプロセ

ス検討） 

 

(6)計算化学シミュレーショ

ン等を通じた炭化水素膜分

離の透過・劣化メカニズム

の仮説提示と実験による検

証 

(5) 

①達成見込み 

 

 

 

 

 

②達成見込み 

 

 

 

 

③達成見込み 

 

 

 

 

(6)達成 

Silicalite-1 膜によ

るノルマルパラフィン

分離の透過・劣化メカ

ニズムの仮説提示と

実験による検証 

(5) 

①計画通り 

期中までに(2)に記載の不純

物除去等まで含めた膜分離プ

ロセスの実証機の基本設計を

実施 

 

②計画通り 

期中までに品質管理のため

の膜検査装置を製作し次年度

から検証する計画 

 

③計画通り 

次年度から検証する計画（テ

ーマ選定のためのＦＳは期中

に実施） 

 

 

 

３．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップを表４－１に示す。事業アウトカムのうち省エネ

指数については、中間評価時にはベンチデータに基づくプロセスシミュレーションによる消費エネ

ルギーを計算に用いるため期待値となるが、４５％～６５％と目標値５０％を達成できそうな結果

が得られている。しかし、終了評価時には省エネ指数を求めるのに用いる「既存分離技術を用いた

時の目的生産物あたりの消費エネルギー（A）」が規模の大きな商用機であるのに対し、「開発する分

離技術の目的生産物あたりの消費エネルギー（B）」は放熱の影響を受けやすい規模の小さな実証機

の数値を用いるため、省エネ指数は３０％となる見込みである。今後、製品評価、事業性評価をク

リアし小型商用機による事業化検討が行える段階に移行できれば、この小型商用機にて目標５０％

を達成する見込みである。ノーブルユース指数に関しては規模の影響を受けないため、終了評価時

の実証機にて目標１７％を達成する見込みである。 
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 事業アウトプットの目標値のうち個別要素技術については中間評価時までに達成する見込みであ

る。残りの事業アウトプットについても終了評価時には達成する見込みである。なお用途選定と前

処理装置の導入により膜分離装置の実証機の規模が縮小できそうなため、実証機の建設期間が短縮

できる見通しであり、かつ劣化メカニズムが解明され膜の加速劣化試験が可能になるため、2年相当

の評価が短期間で終わる可能性もある。その場合は事業アウトプットの目標は平成３１年度に達成

することになる。知的財産についてはこれまで本事業の成果として４件特許出願している。今年度

行った用途の絞込みに合わせて本事業参画前に出願した特許も含めて知財戦略の見直しを行った。

今後出願した特許の優先権を活用した権利の拡充を図る計画である。また用途の絞込みにより本技

術開発による製品が潤滑油基油用ワックスとなったことから、本ワックスを用いたユーザーワーク

による製品評価と事業性評価（フィージビリティースタディー）を行う予定である。 

 

 

表４－１ 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 
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４．研究開発の実施・マネジメント体制等 

 研究開発の実施・マネジメント体制を図５－１に示す。プロジェクトの管理、遂行はプロジェク

トリーダーにより執り行う。これに加えて、テーマ全体の管理に関しては、中央技術研究所および

ソリューションセンター全体でフォローすると共に、技術戦略室においてもサポートを行う体制と

している。 

 

ｴﾈﾙｷﾞｰ・素材基盤技術ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ

●プロジェクトリーダー

役職：ｴﾈﾙｷﾞｰ・素材基盤技術グループ

担当マネージャー

氏名：池田 雅一

【技術開発】

●担当者（３名）

【人事】【経理】

責任者

総務グループマネージャー

ＪＸＴＧエネルギー株式会社

中央技術研究所 所長

ソリューションセンター センター長

【知財】

責任者

知財業務グループマネージャー
●：補助事業の人件費対象者

技術戦略室 室長

B大学

シミュレーションによる仮説提示と実験による検証

A大学

炭化水素膜分離の透過・劣化メカニズムの解明

大学 企業

外部指導者、協力者

※ 社名および社内組織、プロジェクトリーダーは平成３０年４月１日以降の名称で記載

モジュールメーカー

エンジニアリングメーカー

分離膜メーカー

 

図５－１ 研究開発の実施・マネジメント体制 

 

主な役割を以下に記す。 

・プロジェクトリーダー（実施責任者）：プロジェクト全体を統括、マネジメントを行う。 

・研究担当：研究および評価の実務を行う。 

・人事担当：プロジェクトに関わるメンバーの従事時間の管理を行う。 

・経理担当：研究費用の適正な管理を行う。 

・知財担当：研究成果に対して知財戦略に基づき特許出願管理を行う。 

 研究活動の不正行為（ねつ造、改ざん、盗用）については、「研究活動の不正行為への対応に関す

る指針」（平成１９年１２月２６日 経済産業省策定）に基づき、不正行為の未然防止の観点から、

プロジェクトリーダーおよび総務担当者による教育を行うと共に、研究管理責任を明確とする。ま

た、告発等の窓口としては社内に既に設置してあるコンプライアンスホットライン（社内窓口：総

務部長、社外窓口：A法律事務所）を活用する。知的財産の管理においては、社内における知財戦略
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会議にて策定した基本方針に基づき、必要な特許については十分議論の上、出願、権利化を目指す。

研究費の不正な使用および不正な受給（不正使用等）については、「公的研究費の不正な使用等への

対応に関する指針」（平成２０年１２月３日 経済産業省策定）に基づき、不正使用等の未然防止の

観点から、プロジェクトリーダーおよび経理担当者による教育を行うと共に、経理責任を明確とす

る。研究費は、正確な申請と管理を実施する。また、告発等の窓口としては社内に既に設置してあ

るコンプライアンスホットライン（社内窓口：総務部長、社外窓口：A法律事務所）を活用する。事

務処理要領を作成し、これに則り管理を実施する。 

 

５．費用対効果 

 これまでに検討してきた主な用途である「軽質ナフサからのノルマルパラフィン分離によるアロ

マ・オレフィン増産」「重質軽油からのノルマルパラフィン分離による潤滑油基油増産」を図６－１

に示す。本技術開発を商業化することで装置規模や市況価格にもよるがノーブルユース化によって、

国内製油所において、大きなメリットが得られると考えられる。例えば 2018 年 11 月下旬の市況価

格（ナフサ:52.5＄/B、エチレン：1010＄/t、ベンゼン：700＄/t、113 円/＄）における図６－１に

示す「軽質ナフサからのノルマルパラフィン分離によるアロマ・オレフィン増産」の想定メリット

額は約３０億円であり、検討２テーマだけで想定メリット額は２０億円～４０億円と推算できる。

膜分離技術の用途としてはこの他にも多くありその用途展開によるメリットも含めて事業費２．１

億円に対する費用対効果は十分にあると考える。 

 

 軽質ナフサからのノルマルパラフィン分離に 

よるアロマ・オレフィン増産 

重質軽油からのノルマルパラフィン分離に 

よる潤滑油基油増産 

概略図  

 

分離対象 軽質ナフサ 重質軽油 

回収物 透過物：エチレン装置基材 →オレフィン 

非透過物：高オクタン価基材→アロマ 

透過物：潤滑油基油 

非透過物：各種基材 

膜の種類 ゼオライト(silicalite-1) ゼオライト(silicalite-1) 

透過分子種 ノルマルパラフィン ノルマルパラフィン 

想定商業規模 大（数万 BD） 中（数千 BD） 

想定メリット 大（数十億円） 中（数億円） 

 

図６－１ これまでに検討してきた主な用途の概要 

以上 



 

 

 

 

 
「高効率な石油精製技術に係る研究開発支援 

事業費補助金」 

研究開発プロジェクト 

テーマ名「非在来型原油および残渣油の 2 次装置 

反応性解析」(テーマ５) 

評価用資料 

 

 

 

平成３０年１２月１３日 

 

 

ＪＸＴＧエネルギー株式会社 

第１回高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 
研究開発プロジェクト 中間評価検討会 

資料６ 
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プロジェクト名 
高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 

テーマ名「非在来型原油および残渣油の 2次装置反応性解析」(1305) 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成３０年度事業番号０２０４ 

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 石油精製備蓄課 

プロジェクトの目的・概要 

省エネの進展等による国内石油需要の減少、アジア新興国における大型・輸出型製油所の台頭

による国際競争の激化など、我が国石油精製業を取り巻く事業環境は厳しくなっている。こうし

た中将来にわたり石油の安定供給を確保していくために、コストの安い原油等から高付加価値の

製品を生産すること（石油のノーブル・ユース）や精製設備の稼働を長期間安定させること（稼

働信頼性の向上）など石油製品を効率的に生産する能力を高めることで、原油の有効利用や調達

原油の多角化（中東依存度の低減）を図る。 

 本事業では、国内石油精製業の技術基盤の底上げを図る観点から、付加価値の高い化学製品を

効率的に生産する技術や、低廉な重質原油を用いて石油製品を効率的かつ安定的に生産する技術

のうち、大きな効果が見込めるものの技術的な難易度が高い技術開発に必要な費用を補助する。 

 

予算額等（補助（補助率：１／２）                   （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成２８年度 平成３２年度 平成３０年度 平成３３年度 JXTG ｴﾈﾙｷﾞｰ(株) 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY 予算額 
総執行額 

(H28&H29FY) 
総予算額 

１４８ ２７６ ９２ ４２４ ５１９ 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

１．事業アウトカム 

事業アウトカム指標 

製油所の２次処理装置において適用可能な非在来型原油を含む未利用原油の種類 

 

指標目標値 

事業開始時（Ｈ２８年度） 計画：０原油 実績：- 

中間評価時（Ｈ３０年度） 計画：３原油 実績：３原油（見込み） 

終了時評価時（Ｈ３２年度） 計画：１０原油 実績：- 

目標最終年度（Ｈ３２年度） 計画：同上 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

近年、地球環境問題への意識が高まり、低炭素化・循環型社会構築への動きが進展していること

により、国内の石油製品需要は減退の見通しである一方、エネルギー基本計画では、石油は今後と

も活用していく重要なエネルギー源として位置づけられている。このため、我が国の石油産業は国

内市場が縮小していく中で、製油所の国際競争力を更に高めて生き残りを図り、将来にわたって石

油製品を安定的に供給することが求められている。 

 ガソリン製造コストのうち、最も大きな割合を占めるのが原油コストである。この原油コストを

低減させることが国内製油所の競争力強化の観点から非常に重要であり、今後更なる競争力強化を

目指すために、低価格な非在来型原油を含む未利用原油および超重質原油を処理する必要性が高ま

ってくる。 

 通常国内の製油所で処理している原油のＡＰＩ度は２５～４０程度であるが、非在来型原油とし

て多く産出される超重質原油（ＡＰＩ度２５程度以下）においては、低価格な反面極端にＡＰＩ度

が低く（重質に）なるため、構成する各留分の収率を通常の中東系原油と比較すると、付加価値の

高い軽質留分が少なく、付加価値の低い残渣油留分（ＶＲ留分）が占める割合が高くなる傾向がみ

られる（図１）。 

また、非在来型超重質原油から得られるＶＲ留分は、中東系の在来型原油と比較して「質」も大

きく異なり、２次処理装置での反応に悪影響を及ぼすと考えられる重質なアスファルテン分やメタ

ル分等の物質を多く含んでいることが想定される。そのため、非在来型超重質原油を２次処理装置

で処理することは技術的に困難である。そこで、これら反応に悪影響を及ぼすと想定される物質の

構造を特定し、２次処理装置の反応へ与える影響を評価し明確にすることで、非在来型超重質原油

の価値をより高い精度で判断し、この選択を可能とし、各種燃料や化学品の生産を最大化すること

で石油のノーブル・ユースに寄与させたいと考える。 
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図１ 超重質原油と中東系原油の収率比較 

 

非在来型超重質原油を付加価値の高い軽質留分に転換するためには、蒸留精製した残渣油を溶剤

脱れき装置（ＳＤＡ）でアスファルテン分を除去した脱れき油（ＤＡＯ：ＤｅＡｓｐｈａｌｔｅｄ 

Ｏｉｌ）を直接脱硫装置（ＲＤＳ）で前処理した後に接触分解装置（ＦＣＣ）で分解する装置構成

が有効である。しかし、これら残渣油にはＳＤＡ装置で抽出率を低下させ、ＲＤＳ装置での反応性

を悪化させる重質なアスファルテン分、またＲＤＳ装置での反応性やＦＣＣ装置での反応性および

選択性を悪化させるメタル分が多く含まれると想定される。そのため、このＳＤＡ－ＲＤＳ－ＦＣ

Ｃの装置構成を想定し、一連の反応性や生成油収率・性状を把握できる評価スキーム（評価体制並

びに評価技術）を確立したいと考える。また、この評価スキームで得られたＤＡＯやＲＤＳ生成油

およびＦＣＣ生成油を、これまでにＪＰＥＣにて開発を進めてきたペトロリオミクス技術や非在来

型原油成分分析技術を活用することで詳細組成構造分析を行う（図２）。 

上述の技術を用いて、在来型原油及び非在来型原油の１０種類程度を処理した際の詳細組成構造

分析データ等の情報をデータベースにまとめ、このデータベースを用いて反応モデルの構築を行う。

これにより、廉価ではあるものの反応性が悪い非在来型超重質原油の利用を拡大することが可能と

なり、大幅に原油の選択可能性が増大し、国内製油所の競争力強化に寄与することができる。 
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図２ 詳細組成構造解析のイメージ 

 

 

以下の４項目について、具体的なアウトプットを説明する。 

①２次処理装置反応性評価の技術開発 

②詳細組成構造解析の適用範囲拡大の技術開発 

③プロセス挙動を表現するモデルの技術開発 

④データベースの構築 

 

①２次処理装置反応性評価の技術開発 

溶剤脱れき装置（ＳＤＡ）は、常圧蒸留残渣または減圧蒸留残渣を溶剤と混合し、抽出操作によ

り脱れき油（ＤＡＯ）とＳＤＡピッチに分離するプロセスである。ＲＤＳ装置およびＦＣＣ装置で

必要な原料油を考慮して、処理量０．５ＢＤのＳＤＡ実験装置を平成２８年度から平成２９年度ま

でに設計・建設した（図３）。その後、平成３０年度から運転を開始した。運転条件として抽出温度

や溶剤と原料油の比率などの操作因子を変更し、種々のＳＤＡ抽出率のＤＡＯを採取した（図４）。

高ＳＤＡ抽出率ほど、ＤＡＯは高メタル濃度となることを確認した。さらに、ターゲットのＳＤＡ

抽出率・メタル濃度に近い運転条件を確認し、標準条件を確定した。 

ＦＣＣプロセスは、粉体（平均粒子径：７５～１００μｍ）のゼオライト含有触媒と原料油であ

る重油を接触させ、重油を分解して主に燃料（ガソリン）を製造するプロセスである。ＦＣＣ実験

装置として、処理量０．１ＢＤの装置を平成２８年度から平成２９年度までに設計・建設した（図

５）。その後、平成３０年度から運転を開始し、各種生成油を採取した。その中で、触媒循環量を調

整するために、再生塔スライドバルブ（ＳＶ）の開度を調整し、触媒循環量の変化を確認した（図

６）。ターゲットＣ／Ｏ（Ｃａｔ／Ｏｉｌ）である６．５ｗ/ｗを達成するための再生塔ＳＶ開度を

確認し、標準条件を確定した。 
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図３ ＳＤＡ実験装置の外観        図４ ＳＤＡプロセスにおける運転条件の影響 

 

 

図５ ＦＣＣ実験装置の外観        図６ 再生塔ＳＶ開度と触媒循環量の関係 
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ＲＤＳプロセスは、常圧蒸留装置の残渣分であるＡＲ留分に含まれる硫黄分、窒素分、メタル分

などの不純物を水素化反応により除去する装置である。ＲＤＳ装置から回収されたＲＤＳ生成油は、

後段のＦＣＣ装置に供され、分解反応により軽質化される。採取した原油を蒸留し、ＲＤＳ原料と

なるＡＲ留分を回収した。回収したＡＲ留分の一般性状を表１に示す。５種類のＡＲと１種類のＤ

ＡＯについてＲＤＳ反応性評価を行った。なお、超重質原油由来ＡＲは、動粘度が高く、実験装置

の配管が閉塞する懸念があったため、超重質原油由来ＡＲと中質原油①由来ＡＲを５０ｍａｓｓ％

ずつ混合したものを原料油として使用している。脱硫反応のアレニウスプロットの結果を図７に示

す。グラフの傾きに相当する活性化エネルギーは、ＤＡＯを除き全てのＡＲにおいてほぼ同等の値

であった。一方、グラフの切片に相当する頻度因子は、原料油ごとに異なる値を示した。 

このようにＳＤＡ／ＲＤＳ／ＦＣＣの各プロセスの反応評価体制を整え、データを蓄積している。 

 

表１ ＲＤＳ原料性状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ ＲＤＳ反応性結果 
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②詳細組成構造解析の適用範囲拡大の技術開発 

 各種原料油および生成油に関してＪＰＥＣにて確立されたペトロリオミクス技術を用いて、詳細

組成構造解析を実施した。これにより、種々のＡＲ・ＤＡＯ・ＲＤＳ生成油の特徴を分子レベルで

把握することができた。なお、詳細組成構造解析の原理については、平成２７年度までの重質油等

高度対応処理技術開発事業成果報告書を参照されたい。詳細組成構造解析は、中質原油由来原料と

同様に超重質原油由来原料についても適用可能であることを確認した。また、ＪＰＥＣが開発した

全石油データベース（Ｃｏｍｃａｔ）において、超重質油由来原料に含まれる分子情報のカバー率

が低いことを確認した。解析精度向上のためには、このデータベースのカバー率の向上は必要であ

り、現在ＪＰＥＣでデータベースの拡充を検討している。 

 

③プロセス挙動を表現するモデルの技術開発 

 ＲＤＳプロセスのモデルの技術開発のために、ＲＤＳ反応性と種々の原料油性状との相関を整理

した。その結果、横軸をアスファルテン分とした場合に、縦軸に示す同一反応温度での脱硫反応速

度と強い相関が見られた（図８）。このことから、脱硫反応性にはアスファルテン分が強い影響を与

えることが分かった。原因としては、アスファルテン分が触媒の活性点を被毒し、結果として反応

性を低下させるためと考えている。上記の知見を用いて、ＪＰＥＣが開発したＲＤＳ分子反応シミ

ュレーションモデルに対して、原料油のアスファルテン量に応じた頻度因子を設定できる改良シミ

ュレーションモデルを開発した。その結果、シミュレーション誤差が１０％以内に改善されること

を確認した（図９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ ＲＤＳ反応性とアスファルテンの相関     図９ ＲＤＳシミュレーションモデルの改良結果 
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ＳＤＡプロセスの原料であるＶＲの詳細組成構造解析を行った。解析結果について、ＪＰＥＣの

全石油データベースを活用し、各分子のｎーＣ５とのハンセン溶解度パラメータ差（⊿ＨＳＰ）を

確認した（図１０）。その結果、全環数が少なく側鎖の炭素数が多い分子は⊿ＨＳＰが小さく、全環

数が多く側鎖の炭素数が少ない分子は⊿ＨＳＰが大きいことを確認した。次に、ＳＤＡプロセスの

原料（ＶＲ）と生成油（ＤＡＯ）の詳細組成構造解析結果を基に、⊿ＨＳＰとＳＤＡ抽出率の相関

を確認した（図１１）。その結果、原料ＶＲの中で⊿ＨＳＰが小さい分子ほど溶剤であるＣ５への溶

解性が高く、ＳＤＡ抽出率が高くなることを確認した。上記の結果から、ＳＤＡプロセスがハンセ

ン溶解度パラメータで整理できることを見出した。 

 

 

 

 

 

 

図１０ ＶＲの詳細組成構造解析結果（ｎ－Ｃ５とのハンセン溶解度パラメータ差：⊿ＨＳＰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ ＳＤＡプロセスの原料油および生成油の⊿ＨＳＰ分布 
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④データベースの構築 

採取原油の収率、ＲＤＳ原料性状、ＲＤＳ反応性因子に関してデータベースとしてまとめた（表

２）。特にこのデータベースは重質油の２次処理装置の運転に役立てることを主目的に構築するため、

ＲＤＳ反応性因子として、アスファルテン量やＲＤＳ分子反応モデルのパラメータを含む形で整理

した。今後、実験装置の運転および生成油の分析・解析を進めることで、ＳＤＡプロセスの性能因

子を追加する。 

 

表２ データベース 
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（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 

非在来型原油を含む原油の２次処理装置での反応性評価のデータベース数 

 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（Ｈ２８年度） 計画：０原油 実績：- 

中間評価時（Ｈ３０年度） 計画：３原油 実績：３原油（見込み） 

終了時評価時（Ｈ３２年度） 計画：１０原油 実績：- 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
特許等件数 

（出願を含む） 

１ ６ 

 

個別要素技術 アウトプット指標・目標値 

達成状況 

（ 実 績

値・達成

度） 

原因分析 

（ 未 達 成

の場合） 

①２次処理装

置反応性評価

の技術開発 

 

 

 

②詳細組成構

造解析の適用

範囲拡大の技

術開発 

 

③プロセス挙

動を表現する

モデルの技術

開発  

  

  

④データベー

スの構築 

 

・ＳＤＡ実験装置およびＦＣＣ実験装置の設計・建設を

完了、運転を開始し、本検討に適した反応性評価方法を

確立 

・既存のＲＤＳ実験装置を使用し、本検討に適した反応

性評価方法を確立 

 

・詳細組成構造解析技術が、非在来型超重質原油に適用

可能であることを確認し、課題がある場合にはその改善

策を提案 

 

 

・ＲＤＳ反応性評価結果を分子反応モデルに適用し、計

算と実測の差異から、プロセス内部の反応挙動について

検証し、モデルを改良 

・ＳＤＡプロセスのモデルに関する知見を収集し、モデ

ルを検討 

 

・要素研究により反応性を判断するに重要な指標を見出

し、３原油のデータベースを構築 

 

達成 

 

 

達成  

 

 

達成 

 

 

 

 

達成 

 

 

達成見込

み 

 

達成見込

み 
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３．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

 

図１２ 事業アウトカム達成に至るまでロードマップ 

 

本技術開発において、事業アウトカムの中間目標である、製油所の２次処理装置において適用可

能な非在来原油を含む未利用原油３種類の目処を立てた。今後、実験装置を活用し、各種原油の処

理を行うことで、事業終了時には事業アウトプットであるデータベース数を１０原油とする。その

結果として事業アウトカム目標である製油所に適用可能な原油として１０原油を達成する計画であ

る。事業終了後の製油所の２次処理装置における非在来型原油を含む未利用原油の処理までのロー

ドマップを図１２に示す。事業終了後、各プロセスのモデル精度向上、データベースの拡充、製油

所設備の検討を行い、経済性・事業環境を鑑みて、製油所での実処理を実施し、製油所競争力の強

化に貢献していく。 
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４．研究開発の実施・マネジメント体制等 

事業成果や進捗確認は、ＭＥＴＩ採択評価委員会（年２回開催）並びに、事業推進連携会議（年

２回開催）にて適切な指導、助言を受けながら事業を実施した。これらの推進体制にて、適宜ＰＤ

ＣＡを回すことにより、中間評価における事業目標到達に導いた。なお、ＪＸＴＧエネルギー(株)

内のマネジメント体制を図１３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３ 研究開発の実施・マネジメント体制 

 

５．費用対効果 

 

今後も非在来型原油を含む未利用原油の増処理技術や重質油の高付加価値技術が望まれており、

本技術開発は、そのために必要な技術と言える。非在来型を含む未利用原油を適切に処理すること

で、その処理量を増やし、さらに従来重油として使用される留分から、ガソリン、ＢＴＸなどの石

化原料へ変換できることになり、効果は非常に大きい。 

本開発によるデータベースに基づき原油選択が最適化されたケースとして、原油処理量３０万Ｂ

Ｄの製油所で、在来型の中東原油から非在来型超重質原油へ５％振替えると想定した場合、それぞ

れの購入単価の値差を５＄／Ｂとすると、２４億円／年程度のメリットが想定される。 

 また、国内製油所の原油処理量４００万ＢＤを同様に振り替えたと想定した場合、３１５億円／

年程度のメリットが享受されると想定される。 

 このように、投入する予定の国費総額（６億円）に対して大きな効果が得られると考える。 

 

以 上 



 

 

 

 

 
「高効率な石油精製技術に係る研究開発支援 

事業費補助金」 

研究開発プロジェクト 

テーマ名「重質残渣油の RFCC 原料化のための 

RDS 触媒システム開発」(テーマ６) 

評価用資料 

 

 

 

平成３０年１２月１３日 
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プロジェクト名 

高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 

テーマ名「重質残渣油の RFCC原料化のための RDS触媒システム開発」 

(1306) 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成３０年度事業番号０２０４ 

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 石油精製備蓄課 

プロジェクトの目的・概要 

省エネの進展等による国内石油需要の減少、アジア新興国における大型・輸出型製油所の台頭

による国際競争の激化など、我が国石油精製業を取り巻く事業環境は厳しくなっている。こうし

た中、将来にわたり石油の安定供給を確保していくために、コストの安い原油等から高付加価値

の製品を生産すること（石油のノーブル・ユース）や精製設備の稼働を長期間安定させること（稼

働信頼性の向上）など石油製品を効率的に生産する能力を高めることで、原油の有効利用や調達

原油の多角化（中東依存度の低減）を図る。 

 本事業では、国内石油精製業の技術基盤の底上げを図る観点から、付加価値の高い化学製品を

効率的に生産する技術や、低廉な重質原油を用いて石油製品を効率的かつ安定的に生産する技術

のうち、大きな効果が見込めるものの技術的な難易度が高い技術開発に必要な費用を補助する。 

 

予算額等（補助（補助率：１／２）                   （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成２８年度 平成３２年度 平成３０年度 平成３３年度 JXTG ｴﾈﾙｷﾞｰ(株) 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY 予算額 
総執行額 

（H28FY&H29FY） 
総予算額 

９０ ２０ ９６ １１０ ２０５ 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

１．事業アウトカム 

事業アウトカム指標 

① ＲＤＳで１年間安定処理可能なＤＡＯを採取するＳＤＡ抽出率 

② ＤＡＯを原料としたＲＤＳ生成油を用いた際のＲＦＣＣ転化率の向上分 

指標目標値 

事業開始時（Ｈ２８年度） 計画： 

① ５０％ 

② ｂａｓｅ 

実績：- 

中間評価時（Ｈ３０年度） 計画： 

① ７０％ 

実績：７０％ 

（達成度：１００％） 

終了時評価時（Ｈ３２年度） 計画： 

① ７０％ 

② ｂａｓｅ＋１％ 

実績：- 

 

目標最終年度（Ｈ３３年度予定） 計画：同上 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容  

 

国内の石油需要は年々低下傾向にあり、とりわけ重油製品の需要低下が顕著で、今後もさらに縮

小していくと予想されている。一方で、低価格な非在来型の超重質原油の処理ニーズは今後ますま

す高まっていく。超重質原油は、重質留分である減圧蒸留残渣（ＶＲ）の比率が高く、このＶＲに

多く含まれるアスファルテンは、多環芳香族、硫黄、Ｖ、Ｎｉ、長鎖アルキル基から構成された巨

大分子であり、分子内・分子間でπ-π結合やファンデルワールス力などの結合力により強力に凝集

している。よって、アスファルテン分子内に取り込まれている硫黄分や金属分を除去するのは非常

に難しく、加えて、触媒活性点を被毒して、失活させる。この対処法として、アスファルテン凝集

緩和法などが提案されているが、直接的にアスファルテンを取り除くことが本質的に有効かつ効率

的な技術であるといえる。 

そこで、溶剤脱れき（ＳＤＡ）プロセスを活用すれば、ＶＲのアスファルテンをＳＤＡで抽出除

去した脱れき油（ＤＡＯ）を得ることができる。このＤＡＯを処理するために最適なＲＤＳ触媒シ

ステムを構築することで、ＲＤＳで処理したＤＡＯを残油流動接触分解装置（ＲＦＣＣ）にて分解

することが可能となる（図１）。 

これにより、ＶＲ留分をガソリンやＢＴＸ（ベンゼン、トルエン、キシレン）などの化学品原料

に変換することができ、石油のノーブル・ユース化が図れる。また、ＶＲ留分を多く含む超重質原

油を処理することも可能となり、国内製油所の競争力強化に寄与することができる。 
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図１ 従来プロセス（上）と開発プロセス（下）の比較 

 

ＤＡＯは、常圧残渣（ＡＲ）と比較して低硫黄、低アスファルテンながら、ＲＤＳ触媒における

触媒劣化が大きいことがわかっており、ＤＡＯ処理に適したＲＤＳ触媒システムの設計が望まれて

いる。 

さらに、副生成分のピッチ量を削減するためにはＳＤＡの抽出率を上げる必要があるが、その場

合、ＤＡＯの性状は悪化してしまうため、世界で稼働している装置の多くは抽出率の低い（抽出率

５０％以下の）プロパン脱れき装置である。抽出率５０％以下ではほとんど金属分は含まれず、硫

黄分も原料ＶＲの３０％以下しか含まれない。しかし、抽出率が７０％を超えると、金属含有量が

急激に増加し、また、後段のＲＦＣＣでコーク生成を引き起こすと言われている残留炭素分（ＣＣ

Ｒ）も多くなり、ＤＡＯの性状が急激に悪化してしまう（図２）。 
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そこで、本事業では、抽出率の高い（抽出率７０％以上の）ＳＤＡから得られる、劣悪な性状を

有するＤＡＯ処理を想定した難易度の高い技術開発を目指している。 

 

 

 

図２ ＤＡＯ抽出率とＤＡＯ中の各種被毒物質の関係 

     （出典：石油学会「石油精製プロセス」） 

 

ＤＡＯ処理時の触媒劣化状況を把握するため、従来のＡＲ処理型ＲＤＳ触媒システムを用いて、

ＤＡＯを原料油に用いた事前検討結果（寿命試験）を示す。触媒システムは、実機装置で使用され

ている触媒（脱メタル触媒２種、脱硫触媒２種）を用い、２塔反応装置で実験を行った。反応に用

いた原料油の性状を表１に示す。実験は、実機装置と同様に、生成油中に残存する硫黄分が目標硫

黄分になるように、触媒の劣化とともに反応器の温度を上げていった（いわゆる、生成物硫黄分一

定運転）。 

 

表１ 事前検討寿命試験時の原料油比較 

 
 ＡＲ ＤＡＯ ＶＲ（参考） 

メタル(Ｎｉ＋Ｖ) ｗｔｐｐｍ ６０ ６３ １７６ 

アスファルテン ｗｔ％ ２．８ ０．０２ ８．０ 

 

 寿命試験の結果を図３に示す。運転開始当初は、ＤＡＯ処理の場合、補正温度（目標硫黄分を採

取するのに必要な温度）は低く推移したが、運転日数２００日経過付近から徐々に劣化が見られ、

最終的には、ＡＲ処理時よりも短寿命となった。従来のＡＲ処理では、１年運転が可能な触媒シス

テムでありながら、アスファルテンを含まないＤＡＯを処理した場合、劣化がむしろ急激になると

いう、予想に反した結果であった。 
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図３ ＡＲ処理用触媒システムを用いたＤＡＯ処理寿命試験結果 

 

以上のように、ＤＡＯは反応性が高いように見える油種でありながら、従来のＡＲ処理用触媒シ

ステムでは、1年間運転を行うことが困難であることが確認されたので、今後、ＤＡＯをＲＦＣＣで

処理しようとする場合、ＤＡＯ処理に特化したＲＤＳ触媒システムの開発が必要となる。 

 

以下、具体的なアウトプット項目ごとに説明する。 

５カ年の研究開発において、前半は脱メタル触媒システムの構築により、ＳＤＡ抽出率が７０％

時においても、ＤＡＯをＲＤＳで１年間安定的に処理できることを可能とする技術開発を進めてき

た。脱メタル触媒システムの構築のために、以下の４項目を実施した。 

 

① 原料油メタル分の詳細解析技術 

② 脱メタル触媒の劣化機構解明技術 

③ 脱メタル触媒の必要機能明確化 

④ 脱メタル触媒システム構築 

 

 

① 原料油メタル分の詳細解析技術 

 

原料油および生成油に含まれるメタル分の詳細構造を把握し、ＤＡＯとＡＲの違いを明確化し、

必要とされる触媒反応を数値化して、シミュレーションへ反映させた。  

 重質油には、多くの重金属成分が含まれており、ＲＤＳ装置において触媒被毒の原因となる。そ

こで、本研究において、重金属分の詳細分析も極めて重要な要素技術である。ＧＰＣ－ＩＣＰは、

分子サイズの違いによりＧＰＣカラムで分離された成分を、ＩＣＰ分析する方法であり、重油中に

含まれる硫黄分、バナジウム分、ニッケル分等を含む化合物の分子量分布を測定することができる。

分子量の定量性は決して高くないが、おおよその分子サイズの大小を議論することができる装置で

ある。 
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 図４（左）のようにＳＤＡ装置での抽出率が異なる試料（３条件）について、ＧＰＣ－ＩＣＰ分

析を行った際のバナジウム化合物の分子量分布測定結果を図４（右）に示す。ＳＤＡでは、図１に

示す通り、元々減圧蒸留残渣分であるＶＲを原料としているため、ＤＡＯは高沸点留分である。抽

出率が異なる試料で比較すると、ＳＤＡの抽出率が高くなるほど、全体的にバナジウムの量が多く

なることはこれまでも知られていたが、ＧＰＣ－ＩＣＰの結果から、総量だけでなく分子量の大き

いバナジウム化合物が増えていることが分かった。 

参考までに、ＡＲのＧＰＣ－ＩＣＰ分析結果も示す。ＡＲとＤＡＯではバナジウム化合物の分子

量分布が異なり、ＡＲでは高分子側のバナジウム化合物が多く存在しているのに対して、ＤＡＯで

は高分子側のバナジウム化合物はほとんど含まれておらず、比較的分子量の小さいバナジウム化合

物の比率が多いことが分かった。これは、ＳＤＡ工程でピッチとして分子量が大きいメタル化合物

が除去されているためと予想される。 

一般的に、分子量が大きいメタル化合物の方が難反応性であると予想されることから、ＤＡＯは、

炭化水素の分子量こそ大きいが、バナジウム化合物は比較的小さい、反応性の高い留分であること

が示唆された。 

 

 

抽出率とDAO中成分（出典：石油学会「石油精製プロセス」）

減圧蒸留AR SDA RDS
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図４ 抽出率が異なるＤＡＯのＧＰＣ－ＩＣＰ分析結果（バナジウム） 

 

 

② 脱メタル触媒の劣化機構解明技術 

 

ＤＡＯ処理特有の劣化要因を明確化し、１年間運転可能とするために必要な対策を講じた。 

ＤＡＯ処理時の触媒劣化機構の解明のために、ＤＡＯとＡＲの反応性を比較した。触媒には市販触

媒を用い、高圧流通式固定床装置に充填して、原料油にＡＲまたはＤＡＯを用いて試験を行った。 

脱硫反応と脱メタル（バナジウムとニッケル）反応について、接触時間の影響を図５に示した。

脱硫率（左図）で見ると、ＡＲもＤＡＯも同様の挙動を示していた。それに対して、脱メタル率（右
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図）の挙動は全く異なっていた。すなわち、ＤＡＯの方が反応性は高く、高い脱メタル率を示して

いた。これは、前述の通り、ＤＡＯにはＡＲに含まれるような高分子金属化合物が少ないため、脱

メタル反応が進行しやすい結果になったと考えられる。以上の結果を基に、脱メタル反応性の違い

を数値化することができ、シミュレーターへ反映することが可能となった。 

 

 
図５ ＡＲとＤＡＯの反応性比較 
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図６ 実機温度のシミュレーション結果 

 

 触媒寿命シミュレーターは、ＲＤＳ装置の運転に極めて大事なツールである。ＤＡＯの脱メタル

反応性が、ＡＲのそれと大きく異なる点に加え、発熱状態も異なることが分かったので、断熱型反

応器、および多塔反応器を用いて、実機運転に近い試験を行い、シミュレーターのチューニングを

行って、実機ＲＤＳ装置の運転を予測した結果を図６に示す。修正前のシミュレーション結果（点

線）は、実機反応温度（プロット）とズレが見られたが、チューニング後のシミュレーション結果

（実線）では、ほぼ実機反応温度をフォロウできるようになり、ＤＡＯ処理する際のＲＤＳ触媒寿

命を、正確に予測できるようなシミュレーターを構築することができた。 
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③ 脱メタル触媒の必要機能明確化 

 

ＤＡＯ処理時に期待される触媒の特徴を明確化し、従来のＡＲ処理用ＲＤＳ触媒では処理できな

かった、重質なＤＡＯを処理できるような脱メタル触媒を見出した。 

 従来使用してきた触媒に加え、各種市販触媒を評価した結果を、図７に示す。その結果、従来の

ＡＲ用脱硫触媒システムでは使用していなかった新規触媒を見出すことができた。図には、標準触

媒（ＨＤＭ-２）を基準とした相対脱硫活性、相対脱メタル活性、メタルキャパシティ（金属堆積耐

性の度合い）を示す。ＨＤＭ－３は、ＨＤＭ－２に対してメタルキャパシティは下がるものの、脱

硫活性や脱メタル活性が優れており、かつ、ＨＤＳ－１よりも大幅にメタルキャパシティが改善さ

れ、ＨＤＭ－２とＨＤＳ－１を補完できる触媒であることを見出した。さらに、当触媒をＨＤＭ－

２の一部と置き換えた触媒システムを用い、前述の最適化したシミュレーターにより寿命予測をし

たところ、ＤＡＯ処理時の当プロセスで有効に働くことが推測された。 
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図７ 市販触媒の性能比較 

 

④ 脱メタル触媒システム構築  

 

前記①～③の知見を基に、脱メタル触媒のグレーディング方法を確立し、ＤＡＯを処理した１年

間の安定運転を検証した。 

 図８に、パイロット試験装置を用いた寿命試験結果を示す。従来触媒システムに対して、脱メタ

ル触媒ＨＤＭ－２の一部を新触媒ＨＤＭ－３に置き換えた開発触媒システムでは、２８０日時点で

約１０℃程度高活性であることが確認された。従来触媒システムでは、３００日付近で実機ＲＤＳ

装置の上限温度に相当する温度に達してしまい、１年運転できないのに対して、開発触媒システム

では１年運転できる見込みである。 
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図８ 市販触媒の性能比較 

 

なお、５か年の研究開発の後半では、ＤＡＯ処理に特化した脱硫触媒システムの構築により、Ｓ

ＤＡ抽出率７０％条件において、ＲＦＣＣ転化率が従来比＋１％が可能となるプロセスを見出すこ

とを目標としている。本件については、これまでの検討から、従来のＡＲと比較してＤＡＯは、メ

タル分に大きな特徴がある一方、硫黄分、残炭分、窒素分には大きな構造差、反応差は無いことが

分かってきた。したがって、今後検証が必要であるものの、ＤＡＯ処理には、脱メタル触媒システ

ムを特別に構築する必要があるが、脱硫触媒システムは、従来のＡＲを処理するＲＤＳ触媒システ

ムの延長技術で、対応可能であると予想している。 

以上のように、おおよそＳＤＡ抽出率７０％で得られたＤＡＯを処理する場合の、脱メタル触媒

システムおよび脱硫触媒システムの構築に目途がたてられた。 
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（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 

①ＳＤＡ抽出率５０％から７０％に増加した場合に、１年間安定運転できる脱メタル触媒システム

の構築 

②ＤＡＯ処理ＲＤＳボトムを用いたＲＦＣＣで転化率を１％向上できる脱硫触媒システムの構築 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時 

（Ｈ２８年度） 

計画： 

①触媒システムなし（１年運転不可） 

②触媒システムなし（１年運転不可） 

実績：- 

中間評価時 

（Ｈ３０年度） 

計画： 

① 構築した脱メタル触媒システムでの１年運転 

実績： 

① 1年運転可能 

（１００％） 

終了時評価時 

（Ｈ３２年度） 

計画： 

①構築した脱メタル触媒システムでの１年運転 

（実機による検証を含む） 

②構築した脱硫触媒システムでの１年運転 

（実機による検証を含む） 

実績：- 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 特許等件数（出願を含む） 

２ ５ 
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個別要素技術 アウトプット指標・目標値 
達成状況 

（実績値・達成度） 

原因分析 

（未達成の場合） 

①原料中メタ

ル分の詳細解

析技術 

 

 

 

②脱メタル触

媒の劣化機構

解明技術 

 

③脱メタル触

媒の必要機能

明確化  

  

 

 

④脱メタル触

媒システムの

構築 

原料油及び生成油に含まれるメタル分

の詳細構造を把握し、ＤＡＯとＡＲの違

いを明確化し、必要とされる触媒反応を

数値化して、シミュレーションへ反映さ

せる。  

 

ＤＡＯ処理特有の劣化要因を明確化し、

１年間運転可能とするために必要な対

策を講じる。 

 

ＤＡＯ処理時に期待される触媒の特徴

を明確化し、従来のＡＲ処理用脱硫触媒

では処理できなかった、重質なＤＡＯを

処理できるような脱メタル触媒を見出

す。 

 

上記①～③の知見を基に、脱メタル触媒

のグレーディング方法を確立し、ＤＡＯ

を処理した１年間の安定運転を検証す

る。 

達成 

 

 

 

 

 

達成  

 

 

 

達成 

 

 

 

 

 

達成 
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３．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

 

本技術開発において、中間評価時点において、事業アウトカムの中間目標である、ＳＤＡ抽出率

を７０％とした場合のＲＤＳ処理１年間の運転にめどを立てた。今後、脱硫触媒システムの構築に

より、ＤＡＯを処理したＲＤＳ生成油をＲＦＣＣ処理した際に、ＲＦＣＣ転化率の１％向上を目指

す。また、実機装置での触媒システムの検証試験も計画している。事業アウトカム達成に至るまで

のロードマップを図９に示す。 

本 研 究

実用化試験

開発研究 製油所適用

20182016

アウトカム

①メタル詳細解析

③必要機能明確化

④触媒システム構築

SDA抽出率７０％のDAOをRDS装置で処
理し、そのRDSボトムをRFCC装置で処理
する際、RFCC転化率を１％向上させる

脱メタル触媒システムの構築

装置建設

脱硫触媒システムの構築

②劣化機構解明

SDA抽出率７０％のDAOを1年間RDS装置
およびRFCC装置で安定処理する

①メタル詳細解析

③必要機能明確化

④触媒システム構築

②劣化機構解明

2020

 

 

図９ 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 
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４．研究開発の実施・マネジメント体制等 

 

事業成果や進捗確認は、ＭＥＴＩ採択評価委員会（年２回開催）並びに、事業推進連携会議（年

２回開催）にて適切な指導、助言を受けながら事業を実施した。これらの推進体制にて、適宜ＰＤ

ＣＡを回すことにより、中間評価における事業目標到達に導いた。なお、ＪＸＴＧエネルギー(株)

内のマネジメント体制を図１０に示す。 

一般財団法人 石油エネルギー技術センター（JPEC）

外部指導者、協力者

プロセス・触媒グループマネージャー

●プロジェクトリーダー
役職：プロセス・触媒グループ

チーフリサーチャー
氏名：松下 康一

【技術開発】
●担当者（５名⇒４名*） *H30年4月1日以降

【人事】【経理】
責任者
総務グループマネージャー

ＪＸＴＧエネルギー株式会社
中央技術研究所 所長

燃料研究所 所長

【知財】
責任者
知財業務グループマネージャー

●：補助事業の人件費対象者

技術戦略室 室長

※ 社名および社内組織、プロジェクトリーダー等は平成３０年４月１日以降の名称で記載

・技術横断的な進捗管理
・資源配分の管理 等

・事業の変更、中止の判断
・全体戦略の策定

 

図１０ 研究開発の実施・マネジメント体制 

 

５．費用対効果 

 

今後も重質油の低減技術が望まれており、本技術開発は、そのために必要な技術と言える。ＳＤ

Ａの抽出率を５０％から７０％まであげることにより、重油にしかならない留分をＲＦＣＣ原料に

用いることが可能となり、標準的なＳＤＡ装置規模を想定すると、約４０億円／年のメリットに相

当する。 

加えて、実操業上、製品変換によるメリットが志向される。すなわち、触媒システムの性能向上

によりＲＤＳ生成油の性状が改善（硫黄分・窒素分・残留炭素分の低減）した場合、ＲＦＣＣの転

化率の向上が図られ、国内の全ての製油所に配備されているＦＣＣ装置に展開した場合、約３６億

円／年のメリットに相当する。 

以上のように、当技術開発完了時には我が国における石油精製技術への貢献は大きく、平成２６

年度から５カ年の総事業費想定額２．９億円に対する想定メリット額は７６億円／年に相当し、費

用対効果は十分大きい。 

以 上 



 
 

 

 

 

 

 
「高効率な石油精製技術に係る研究開発支援 

事業費補助金」 

研究開発プロジェクト 

テーマ名「重質油処理における機器閉塞機構解明 

及び対策技術開発」（テーマ７） 

評価用資料 

 

 

 

平成３０年１２月１３日 

 

ＪＸＴＧエネルギー株式会社 

第１回高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 
研究開発プロジェクト 中間評価検討会 

資料６ 
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プロジェクト名 

高効率な石油精製技術に係る研究開発支援事業費補助金 

テーマ名「重質油処理における機器閉塞機構解明及び対策技術開発」 

（1307） 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成３０年度事業番号０２０４ 

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 石油精製備蓄課 

プロジェクトの目的・概要 

省エネの進展等による国内石油需要の減少、アジア新興国における大型・輸出型製油所の台頭

による国際競争の激化など、我が国石油精製業を取り巻く事業環境は厳しくなっている。こうし

た中将来にわたり石油の安定供給を確保していくために、コストの安い原油等から高付加価値の

製品を生産すること（石油のノーブル・ユース）や精製設備の稼働を長期間安定させること（稼

働信頼性の向上）など石油製品を効率的に生産する能力を高めることで、原油の有効利用や調達

原油の多角化（中東依存度の低減）を図る。 

 本事業では、国内石油精製業の技術基盤の底上げを図る観点から、付加価値の高い化学製品を

効率的に生産する技術や、低廉な重質原油を用いて石油製品を効率的かつ安定的に生産する技術

のうち、大きな効果が見込めるものの技術的な難易度が高い技術開発に必要な費用を補助する。 

 

予算額等（補助（補助率：１／２））                  （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成２８年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３３年度 JXTG ｴﾈﾙｷﾞｰ(株) 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY 予算額 
総執行額 

（H28FY＆H29FY） 
総予算額 

９５ ９１ ５２ １８６ ２４３ 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

１．事業アウトカム 

事業アウトカム指標 

製油所で処理可能な劣質原油の処理比率増加 

 

指標目標値 10％ 

事業開始時（２８年度） 計画：1% 実績：達成 

中間評価時（３０年度） 計画：10% 実績：達成見込 

終了時評価時（３０年度） 計画：＜同上＞ 実績：＜同上＞ 

目標最終年度（３０年度予定） 計画： 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

重質油処理の高度化（劣質原油利用、高分解率化）に際しては、ボトム油中のセジメント生成に伴

う装置流路での閉塞を回避することが重質油処理プロセスに共通した重要な技術課題であるが、現

状では有効な解決策の確立には至っていない。そこで、セジメントの生成メカニズム解明を通して、

その管理方法を開発し、重質油の有効活用に貢献することを目的として研究開発を実施した。 

今回の検討では、機器閉塞が比較的高頻度で発生し運転上の制約要因となっている商業運転中の減

圧残油水素化分解装置を対象とした。当該装置のフロー概略図を、閉塞が生じた際の熱交換器の写

真とともに図 1に示す。 

 

図 1 減圧残油水素化分解装置のフロー概略と閉塞した熱交換器の状況 

 

減圧蒸留装置のボトム油（VR）は水素と共に、直列２基の反応塔に導入される。反応塔内では触媒

が沸騰床状態となっている。水素化分解油は高圧セパレータ、中圧セパレータ、低圧セパレータに

よって順次圧力が下げられ、ストレーナーを経て常圧蒸留塔、減圧蒸留塔で構成されるフラクショ

ネータセクションに送られる。 
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常圧蒸留塔では、ガス、ナフサ留分、LGO留分が分離回収され、常圧残油はさらに減圧蒸留塔に送ら

れて VGO 留分が分離回収される。なお図１は機器閉塞に着目したフロー図のため、フラクショネー

タで分離回収される軽質留分は非表示としている。減圧蒸留塔の残油は熱交換器（E-307）を通り、

一部は更に熱交換器を経由してタンクに送られ重油のブレンド基材として使用される。また E-307

熱交換器を出た減圧残油の一部はパイプラインを経由してコーカーに送られ更にアップグレーディ

ング処理が行われている。 

減圧残油の第一熱交換器である E-307 において日常的に閉塞が進行し、通常、約 10日に 1回の頻度

でシェル＆チューブ型熱交を開放し洗浄作業を行っている。熱交の閉塞物は比較的ソフトな炭化水

素であり、アスファルテンの析出が原因と考えられている。E-307は並列 2系統構成（E-307A、E-307B）

となっており、交互に運転と洗浄とを切り替えることで、水素化分解装置本体を停止させることな

く連続運転を行えるようになっている。しかしながら、想定を超える速度で閉塞が進行すると洗浄

作業が間に合わなくなるため、装置の稼働率等に影響を及ぼすこととなる。 

こうした課題に対し、機器閉塞現象を理解し効率的な対策技術を開発することを目的として、以下

に示す 6項目の取組を行った。 

①実機におけるサンプル性状とセジメント・機器閉塞のデータベース蓄積 

②ラボ試験装置を用いた現象把握・解析 

③原油種、フィード性状の影響解析 

④セジメント予測・管理手法検討 

⑤実機へのセジメント管理手法、抑制方法の適用検討 

⑥重質油処理におけるセジメント生成、機器閉塞に関する調査 

得られたアウトプットを以下に説明する。 

 

①実機におけるサンプル性状とセジメント・機器閉塞のデータベース蓄積 

基本的に週 1 回の頻度で約 3 年間にわたり減圧残油水素化分解装置のフィード VR-D とプロダクト

VR-T を採取し、セジメント濃度を測定するとともに物理・化学的特性や組成・構造を分析した。併

せて、サンプリング試料に対応する処理原油比率、運転条件、熱交換器の閉塞速度をモニタリング

し、データベースを構築した。 

図２に E-307熱交換器（閉塞が高頻度で発生して装置運転上の制約要因となっている熱交ユニット：

図１参照）の 2015年 5月から 2018年 7月までの約 38か月間の閉塞速度の推移を示す。ここで熱交

閉塞速度の指標として圧力損失の増加速度[kPa/day]を用いた。 
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図２ 熱交閉塞速度の推移 

 

この間のトレンド見ると、2015年 5月後半から 6月前半にかけて閉塞速度が比較的高く、続く 7月

から 10月にかけては若干低下し、11月以降 2016年 5月の定修までの期間は低い閉塞速度で推移し

た。定修後は再び高い閉塞速度が観測されるようになったが、その後も閉塞速度が高い時と低い時

とが入り混じっている。幅広い閉塞速度のデータを採取することができており、閉塞現象を解析す

る上で有効なデータが得られている。 

熱交の閉塞物は、冷却に伴って析出したアスファルテンが凝集してできたセジメントの一部が熱交

壁面に付着したものと考えられることより、熱交を流れる VR-Tのセジメント濃度を測定した。セジ

メントの測定は 150℃での熱濾過法で行った。VR-T中セジメント濃度の推移を図３に示す。 

 

 

図３ セジメント濃度の推移 

 

この間のセジメントの増減挙動は図２に示される熱交閉塞速度の挙動とほぼ一致している。このこ

とより熱交の閉塞とセジメントの生成・析出とは現象面で相関があり、対応策も共通すると考えら

れる。なお、図２、図３に例示された実機データは、後述する④セジメント予測・管理手法検討に

おいて詳細に解析され、セジメント予測モデルの構築に活用された。 

 

②ラボ試験装置を用いた現象把握・解析 

実機プラントにおいてプロダクトボトムが冷却される過程で、VR 中に含まれるアスファルテン分の

溶解度が低下し固相として析出することで熱交が閉塞すると考えられているが詳細なメカニズムは

分かっていない。その理由として、実機プラントでは熱交を流れるプロセス油と運転条件が変動す

るため、熱交閉塞に及ぼす影響因子を特定し定量化することが困難であることがあげられる。これ

に対し熱交シミュレータではプロセス油と運転条件を規定できるため影響因子を定量的に評価、考

察することができ現象理解を深めることができると期待される。さらに、運転の安定性が重視され

る実機プラントではリスクを伴う挑戦的な検討は難しいが、冷却熱交をシミュレートできるラボ試

験装置が実用化できれば、実機では試行できなかった条件設定も可能となるため、閉塞対策を効率

的に検討することが可能となる。 

そこで、閉塞現象が生じている冷却熱交の温度条件を模擬しうる熱交シミュレータを開発した。 

装置構成の概念図を図４、外観を図５にそれぞれ示す。 
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図４ 熱交シミュレータの装置構成概念図 

 

   

図５ 熱交シミュレータの装置外観 

 

熱交シミュレータが実機を模擬できているか

確認する観点で、セジメント濃度の異なる

VR-T を用いて熱交シミュレータの試験を行っ

た。VR-T セジメント濃度と熱交内壁析出物質

量の関係を図６に示す。実機と同様に熱交付着

物量はセジメント濃度と相関を有しているこ

とが確認された。実機の模擬装置としての熱交

シミュレータの有効性が確認され、アスファル

テン析出抑制効果を有する製油所基材やケミ

カルの効果を、実機では不可避だった変動要因

を排除した条件下で、正しく評価できる体制を

構築することができた。 

 

図６ 熱交シミュレータ試験における付着物量の

セジメント濃度依存性 
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③原油種、フィード性状の影響解析 

減圧残油水素化分解プロセスにおけるセジメント生成・機器閉塞現象には原油種の影響が大きいこ

とが知られているが、実機においては常時 10種程度の原油が混合処理されているため、個別原油の

ファウリング傾向を把握することは困難である。そこで、パイロットプラントを用いて個別原油の

フィード性状とセジメント生成特性との関連を把握することにした。実機のリアクターを模した

Robinson-Mahoney型（以下 RM型）の沸騰床型パイロット試験機を用いた。図７にパイロット試験器

のフロー図を、図８にリアクターの構造をそれぞれ示す。リアクターにおいてミキサーの撹拌によ

り円筒形の籠内部の触媒を流動化させることで、沸騰床を模擬している。 

 

図７ 沸騰床型パイロット試験機フロー図 

 

 

図８ Robinson Mahoney型リアクター 

 

個別原油の評価に際しては、表１記載の判断基準に基づいて 5種の原油（原油 A～E）を選定した。 
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表 1 パイロットプラント試験で評価する原油の選択指針 

実機での実績 原油の特徴 原油の産地 

実機で十分実績がありファウリング
の傾向が既知の原油から選択した。 
安定的に運転するため、実機では高
ファウリング原油の処理比率を制限
しており、高濃度で処理されるケー
スがない。そのため、実機のデータ
解析では、他原油の比率が大きすぎ
てこれらの原油がどういう反応でど
のようなプロダクトを生成している
のか分からない。 
このような原油を単体で試験するこ
とで実機のデータ解析では得られな
い情報が得られると期待される。 

単純にアスファルテンが超高濃度で
高ファウリングとなっているような
ケースであれば高ファウリングの原
因が明確であり、あえて単体原油のパ
イロットプラント試験で評価する意
義は小さい。 
実機では原油中のアスファルテンが
少ないにもかかわらず、高ファウリン
グな原油の存在が確認されており、こ
のような原油のアスファルテンのフ
ィード/プロダクトの特徴に注目する
ことで、ファウリングに対する原油の
影響を明確化できると期待できる。 

中東産原油であれば高
サルファー/高アスフ
ァルテン、東南アジア
産原油であれば低サル
ファー/低アスファル
テンといったように、
原油産地毎に大まかな
傾向がある。 
試験結果を汎用化する
ためには産地の広がり
が重要であると考え、
可能な範囲で別エリア
の原油を選択した。 

 

原油 A～Eの特徴と想定ファウリングメカニズムを表２にまとめる。 

 

表２ 原油 A～Eの特徴とパイロット試験結果から推察されるファウリングメカニズム 

原油種 A 原油 B 原油 C 原油 D 原油 E 原油 

特徴 

低アスファ
ルテン /低
サルファー
で低ファウ
リング原油 

低アスファル
テン/低サルフ
ァーで高ファ
ウリング原油 

高アスファルテン/
高サルファーで高
ファウリング原油 

高サルファー /
高アスファルテ
ンで高ファウリ
ング原油 

低アスファル
テン/低サルフ
ァーで高ファ
ウリング原油 

実機での実
績も多数あ
る。 
B 原油・E 原
油の比較対
象として選
択した。 

実機での実績
も多数あるが、
高ファウリン
グであるため、
処理比率を制
限している。 

ロット毎のバラツ
キが大きく、特に
2016 年 10 月に実機
で処理した際には
特に高ファウリン
グとなった。 
これまでの検討に
より、アスファルテ
ン中のナフテン環
数が多いことがフ
ァウリングに影響
を及ぼした可能性
が示唆されている。 

この原油の産地
周辺の同程度の
アスファルテン
濃度のものと比
較して高ファウ
リングとなって
いる。 
ロット毎のバラ
ツキが大きい。
ファウリング以
外にもガス含有
量が多いという
特徴がある。 

高ファウリン
グであるため、
実機では処理
比率を制限し
ている。 
B 原油とよく似
た特徴を持っ
ているが、B 原
油とは別エリ
アで産出され
ており、対比す
る観点で選択
した。 

パイロット
プラント試
験から推察
されるファ
ウリングメ
カニズム 

原油 VR中の
アスファル
テンが少な
く、かつ分
解率が高い
ため、反応
後の VR中の
アスファル
テンが減少
する。その
ため低ファ
ウリングと
なっている
ものと考え
られる。 

VR 全体として
の分解率は高
いが、アスファ
ルテンの分解
率は非常に低
い。その結果、
プロダクト VR
中のアスファ
ルテン濃度は
大幅に高くな
りセジメント
濃度が増加す
る。これが高フ
ァウリングの
メカニズムと
考えられる。 

アスファルテンの
分解率も高いが、原
油 VR 中のアスファ
ルテンが他原油よ
りも高いため、結果
的にプロダクト VR
中のアスファルテ
ンが高くなり、高フ
ァウリングになっ
ているものと考え
られる。また、他の
原油と比較して特
に粘度が高いこと
も高ファウリング
の一因になってい
る可能性がある。 

(H30FY解析中) (H30FY解析中) 
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④セジメント予測・管理手法検討 

要素現象・プロセスを記述するサブモデルを、現象理解に立脚した統計解析手法によって構築する

こととした。 

要素現象・プロセスとしては、図９に示される 3 つのサブモデル、すなわち「フィード性状サブモ

デル」、「コンバージョンサブモデル」、「セジメント生成サブモデル」を設定した。サブモデル化の

利点として、プロセス毎にセジメント生成への寄与度が大きい因子の感度解析や検証が可能となる

こと、ならびに、将来の触媒変更や装置改修等に際してサブモデル単位の改定で対応が可能である

ことが挙げられる。 

 

図９ セジメント生成・機器閉塞現象を記述する 3つのサブモデル 

 

④－１ セジメント生成サブモデル 

「セジメント生成サブモデル」は、セジメント生成や機器閉塞（具体的には熱交閉塞速度）を、減

圧残油水素化分解装置のプロダクトボトム油（VR-T）の組成・性状から推算するサブモデルである。 

具体的な手順としては、VR-T の SARA 組成や密

度、動粘度、各種の元素含有量等を説明変数候

補として、ステップワイズ多変量解析を用いて

セジメント生成に対して有意なパラメータを抽

出し、セジメント予測式を導出した。 

得られた式を右に示す。 

 

④－２ コンバージョンサブモデル 

「コンバージョンサブモデル」は、プロダクトボトム油（VR-T）の組成・性状を、フィード油（VR-D）

の組成・性状と水素化分解装置の運転条件から推算するサブモデルである。 

具体的な手順としては、前項（セジメント生成サブモデル）で導かれたセジメント生成量計算に必

要なパラメータ（VR-Tの動粘度、芳香族濃度、レジン濃度の 3パラメータ）を、VR-Dの性状と装置

の運転条件から推算するためのモデル式を統計解析によって導出した。 

 

④－３ フィード性状サブモデル 

「フィード性状サブモデル」は、フィード油（VR-D）の組成・性状を、減圧残油処理装置にかけら

れた原油の比率と各原油の組成・性状データから推算するサブモデルである。 

前項のコンバージョンサブモデルの入力変数である、VR-D の動粘度、芳香族濃度、レジン濃度の 3

パラメータを処理原油比率から推算するモデル式を導出した。 

 

VR-T Sediment / mass% = 
 +0.014 * VR-T Viscosity (@170 ℃) / cSt 
 －0.023 * VR-T Aromatics / mass% 
 +0.016 * VR-T Resins / mass% 
 +0.482   

(R2=0.662) 
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④－４ セジメント予測統合モデル 

上述の手順によって導かれた 3 つのサブモデ

ルを統合し、処理原油比率と実機プラントの運

転条件からセジメント生成量を予測するため

のセジメント予測統合モデルを構築した。モデ

ルから計算されたセジメント予測値を実機サ

ンプルのセジメント実測値と比較し推算精度

を確認した。結果を図１０に示す。予測精度を

示す決定係数 R2は 0.44であり、改善の余地は

あるものの供試に値する一定水準の精度を有

していることが確認された。 

 

⑤実機へのセジメント管理手法、抑制方法の適用検討 

従来、新規の原油処理に際しては硫黄含有量、窒素含有量や SARA 組成等の性状データや近隣の産地

の原油の処理実績等の基づき経験的に原油のファウリング傾向を予測してきたが、実際には予測と

かい離する原油も少なからず存在していた。 

これに対し、今回導かれたセジメント生成サブモデルでは、新たに動粘度を組み込むことによって

セジメント生成サブモデルの精度が大幅に向上することが判った。更に、コンバージョンサブモデ

ル、フィード性状サブモデルを開発し、3つのサブモデルを統合したセジメント生成予測統合モデル

を構築することができた。 

このセジメント生成予測統合モデルを用いれば、個別原油のセジメント生成ポテンシャルや原油混

合処理時のセジメント濃度を推算することができる。従来は経験則をベースとしつつ、どちらかと

言うと保守的・安全サイドで管理してきた処理原油選択を、現象理解に基づき科学的に管理できる

可能性が開けてきた。 

これにより、実機で処理した際に想定外の機器閉塞を起こして稼働信頼性を落とすことなく、とい

って必要以上に安全サイドに管理し過ぎて安価な原油の調達・処理機会を逸することもなく、許容

可能な範囲内でリスクを管理しつつ、重質油処理を最大化することが可能になることが期待される。 

 

⑥重質油処理におけるセジメント生成、機器閉塞に関する調査 

近年、重質油に対する解析技術・処理技術の進展は目を見張るものがあり、それらの知見を取り込

むことで本研究開発の成果を最大化することができると考えられる。石油エネルギー技術センター

（JPEC）ペトロリオミクス研究室との連携で得られた知見を⑥－１、⑥－２に、本研究開発の展開・

活用可能性を調査した結果を⑥－３にそれぞれまとめる。 

 

⑥－１ 熱交堆積物・セジメントの構成物質に関わる知見 

図１１は熱交堆積物を THF (テトラヒドロフラン)溶媒で抽出した物質を対象に、FT-ICR MS （フー

リエ変換イオンサイクロトロン共鳴質量分析計)分析を行った結果を DBE プロットしたものである。

（ここで DBE プロットとは、カーボン数を X 軸に、不飽和度 DBE を Y 軸にとり、検出カウント数を

コンター表示したものである。）図１１中に示された存在範囲の右上部分はカーボン数で 70、不飽和

 

図１０ ３サブモデル連結によるセジメント予測

統合モデルの推算精度 
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度 DBEで 50に達するが、このような高縮合の多環環状化合物は一般に反応前の減圧残油中には含ま

れておらず、水素化分解反応の結果、生成されたものと考えられる。 
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図１１ 熱交堆積物の THF 抽出物の DBE プロット 図１２ 高セジメント VR-T の 

トルエン不溶-THF 可溶分の DBE プロット 

一方、図１２は高セジメント VR-T試料からトルエン不溶-THF可溶分を回収し同様に FT-ICR-MS分析

を行った結果である。プロット中の存在範囲は図 16の熱交堆積物の THF抽出物と良く似ていること

より、熱交閉塞の原因物質として VR-T中のトルエン不溶-THF可溶分に注目する必要が示唆された。 

 

⑥－２ セジメントに対する高溶解性物質群に関する知見 

図１３は、実機において熱交閉塞レベルが大きく異なる２つのタイミングで採取されたフィード

VR-D（原料 VR）とプロダクト VR-T（生成油 BTM）の DBEプロットである。 

 

図１３ 高ファウリング時、低ファウリング時の VR-Dと VR-Tの DBEプロット比較 

 

図中下段のプロダクト VR-T（生成油 BTM）間を比較すると、低ファウリング（低閉塞）時には赤丸

印で示されるカーボン数 50 前後、DBE15 前後の物質の存在量が多いことが判る。この相違は図中上

段のフィード VR-D（原料 VR）においてもわずかであるが確認されており、水素化分解反応後にその

差が拡大していることが判る。この領域は 3環以上の芳香族（3A+）、極性レジン（Po）、多環レジン

（PA）の分布域に対応し、マルテン中のこれらの成分がアスファルテンの溶解性に特に影響してい
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る可能性が示唆された。これらの成分に着目した解析もまた今後のセジメント予測モデルの構築な

らびに機器閉塞の抑制策検討に有効と考えられる。 

 

⑥－３ 他のユーザーや重質油処理プロセスへの今回の開発技術の展開可能性について 

沸騰床型の減圧残油水素化分解装置のユーザーが一堂に会した国際会議に参加し、ファウリング抑

制や原油評価に関する各社の取り組みを情報収集するとともに意見交換を行った。本研究における

ファウリング予測モデル開発や個別原油の評価に対しては大きな関心が寄せられた。特にアメリカ

メキシコ湾岸、アジア、ヨーロッパのユーザーは原油最適化とそれに伴うファウリングの増減に関

心が高かった。自前でパイロットプラント試験を行っているケースやライセンサーが作成したモデ

ルを活用しているケースなど、ユーザーごとに様々な対応が試みられており、ファウリング抑制と

原油評価に関するニーズが高いことが確認された。 

他の重質油プロセスへの展開可能性に関しては、残油直脱装置（RDS）においてもアスファルテンに

起因するリアクターのコーキングとそれに伴う偏流やΔP上昇が問題になっている。ただし、減圧残

油水素化分解装置のボトム熱交ほど汚れが顕著ではないため、単にアスファルテンの処理量を制限

するなどの現時点での対策は限定的であり、原油毎のアスファルテン性状の差によるコーキング度

合の差までは着目していないようである。仮に着目したとしても、それを検証するためのデータ採

取が困難と考えられる。そのため本研究においてアスファルテンの質がファウリングに与えるメカ

ニズムが解明できれば、RDS 等のボトム装置にも有効な知見となり、展開が可能と考えられる。 

 

（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 

①実機のサンプル性状とセジメント・機器閉塞について 110～130組のデータベースを構築する。 

②実機では実施困難な対策技術を検討するためのラボ試験装置（熱交シミュレータ）を開発する。 

③原油 5種について分解反応性、セジメント生成ポテンシャルに及ぼす影響を明らかにする。 

④上記①、②、③で得られた知見から、セジメント・機器閉塞を予測するモデルを開発する。 

⑤モデルを活用し、実機のセジメント・機器閉塞を抑制する対策技術を検討・立案する。 

⑥技術調査により研究開発を効率的に進めるとともに他の重質油処理への波及可能性も検討する。 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（２８年度） 計画： 

①データベース目標数 30～40組 

②熱交シミュレータの設計・試作 

③パイロットプラント試験原油を選定

するため主要原油 12種の性状を評価 

④セジメント濃度をプロダクト性状か

ら予測するモデルを開発 

⑤＜平成 29年度よりの実施項目＞ 

⑥原油性状評価・推算技術ならびに重質

油の効率的評価技術の調査 

実績： 

①達成（36組） 

②達成 

③達成 

 

④達成 

 

 

⑥達成 



12 
 

中間評価時（３０年度） 計画： 

①累積データベース目標数 110～130組 

②熱交シミュレータを活用した機器閉

塞抑制候補技術の定量的評価・検討 

 

 

③機器閉塞・セジメント生成に特異的な

原油について水素化分解反応特性とセ

ジメント生成への影響を評価 

④セジメント予測統合モデル構築 

（同統合モデルは、①セジメント濃度をプロダクト性

状から、②プロダクト性状をフィード性状と装置運転

条件から、③フィード性状を処理原油比率と原油性状

データから、それぞれ推算する 3つのサブモデルを統

合したセジメント予測モデル） 

⑤セジメント予測モデル等から得られ

た知見の実機への反映 

⑥内外の事例・技術開発動向を調査し研

究開発を効率的に推進すると共に、他の

重質油処理装置への展開可能性を検討 

実績： 

①達成見込（124組） 

②達成見込（熱交出口温度

変更・FCCボトム添加・ケ

ミカル添加による機器閉

塞緩和効果を実証） 

③達成見込（5原油種） 

 

 

④達成見込 

 

 

 

 

 

⑤達成見込 

 

⑥達成 

 

終了時評価時（３０年度） 計画： 

＜同上＞ 

実績： 

＜同上＞ 

 

＜共通指標実績＞ 

論文・学会発表数 

８ 
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３．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

本研究開発事業の成果として、従来比で 10%処理比率を増加させうる原油を見出すことができた。事

業終了後には、その成果を更に活用・充実させることで、処理可能な劣質原油の種類を更に拡大し

ていく計画である。その際、本研究開発で確立された要素技術を用いて、有望と考えられる原油や

有望と考えられる対策技術を計画・立案・評価し、実現性があるものについては製油所への適用を

図り、その効果を検証し、次の方針を策定する PDCA サイクルを回すことで、劣質原油の更なる利用

拡大を追求していく。図１４にそのロードマップを示す。 

 

図１４ 研究開発のロードマップ 
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４．研究開発の実施・マネジメント体制等 

採択・評価委員会、ならびに、事業推進連携会議にて、研究計画・進捗状況・成果を適宜報告し、

指導・助言を受けながら事業を適切に実施し、事業目的の達成見通しを得た。 

本研究プロジェクトに係る JXTG エネルギー(株)内のマネジメント体制を図１５に示す。 

 

 

図１５ 研究開発の実施・マネジメント体制  
 

 

５．費用対効果 

今回検討対象とした減圧残油水素化分解装置において、機器閉塞のリスクにより従来は処理比率が

制約されていた劣質原油を現状比 10%増加させることにより、年間 6億円程度のコスト削減効果が見

込まれる。更に、得られた知見・技術は、他の重質油処理装置、例えば直脱装置にも波及できるこ

とが期待され、その場合、原油処理量に応じた効果を想定すると、国内全体で 54億円程度の効果が

期待される。研究開発に投入予定の国費総額（約 2.4 億円）に対して大きなリターンが想定される

費用対効果の高い技術開発プロジェクトである。 

以 上 
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